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｛吏捕者責｛壬・労i覇者の権利確立に基づく
労鎮の自主対賂と産業報健サービス

古谷杉郎

労働省は4月26日、 H沼4 $2.月から検討を進めてき

た「これからの産業保健のあり方に関する検討委員

会」の報告を発表した。これは、 r21世紀を展望し

た産業保健サービスの内容及び提供体制について

検討したもの」とされ、労働省では、できるだけ早

い時期に中央労働基準審議会の意見を聞いて、所要

の施策を講ずることとしている。

労働安全衛生法は、「労働災害職菊青の防止」に

加えて、 1箆溶年法改正により「健康の保持増進」傍

嘩)及び 1句碑法改正によ坦「快適な職場環境の形

成」傍環の2,1～泊鮮明号参照>が目的として明

記されるようになっている。検討委員会報告を踏ま

えた労働安全衛生法の改正等の法的措置も想定さ

れる中で、まさに r21間己を展望した労働安全衛生

のあり方」をどう構想していくのかが関われている

と言える。

1～昨9月の連合「労働安全衛生環境対策指針」

(似年2月号) 、 1翁詳11月の自治体労働安全衛生研

究会労働安全衛生法ワークショッフ'の「労働安全衛

生法改正への提言 J C鉛年5月号)なども発表されて

いるが、今春の日本産業衛生学会、日本労働法学会

でも関連する話題が取り上げられている。すなわ

ち、 4月お部日に名古屋国際会議場で開催された第

倒耳産業衛生学会では、シンポジウムで「産業保健

活動とプライパシー Jr小規模事業所の産業保健活

動をめ寸って だれがイニシアテイプをとるべき

か 」等冶テーマが取り上げられ、 5月21日に広島

大学で開催された労働法学会第筏粗大会では「産業

医をめ寸る法律問題」をテーマにシンポジウムが行

われた。

労償絃学会のシンポジウムでは、フランス、ドイ

ツ、アメリカ、イギリスの4か国の「産業保健・産
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業医制度」について紹介されたが、産業医制度に絞

られたために報告ではふれられなかった点も含め

て、国際的な動向を踏まえた「産業保健をめ寸る論

点」として、座長¢保原喜志夫氏批海道大学法学

部教授、検討委員会の委員でもある｝が以下の点を

あげられたことが興味深かった的資筆者)。

a:産業保健の定義 (1950年のIID' WHO合同委員

会報告では「仕事の人間へ¢適合と人閣の仕事への

適合をめざすこと」としめくくられている)、@産

業医制度の有無ー存在意義(あった方がよいのか

プライバシー等の問題もあり、必ずしも 1∞%そう

いうことにはならないのではないか。あるとすれば

どのようなあり方がよいのか)、③適用対象労働者

の範囲、④健康診断使用者に労働者の健康状態を

把握する権利義務はあるのか。対象を限定する必

要の有無。検診項目の妥当性一国際的には項目限定

に動いている)、⑤産業医、労働者、使用者3者の権

利ー義務をどう考え吾か優業医の地位の独立性、

中立性)、(g労働者のプライバシーと使用者の安全

衛生配慮義務、安全衛生法上の欝潟との関係、 (l産

業医の守秘教務使用者への労働者の医療情報の提

供を拒否できるか)、③従来の労働条件保護との関

係で産業保健をどう考え奇か。最後の点、と関連し

て、保原氏は「最低基準を設定して刑罰をもって守

らせるということから、快適職場の形成促進まで目

的とされる中で、そもそも労働法の対象となり得る

の古」と言うと物議をかもすかもしれないが、ケラ

シックな意味での労働法の議論とは異なる検討が

必要」と提起された。

なお、②については、産業医の選任を法律で義務

づけているフランスやドイツと、企業の自由裁量に

任せているイギリスやフランスに分かれ、一般信譲

診断について義務づけているのはフランスだけだ

が、そのフランスでは産業医の治療行為を禁止して

いる(シンポジウムの報告は「日本労働法学会誌」

に収録される予定。また、産業医科大学教授の大久

お
繁

保利晃氏検討委員会の委員でもある)を主任とし

た研究チームがアメリカ、イギリス、イヂリア、オ

ランダ、カナダ、スウェーデン、デンマ- 1 ) 、ドイ

ツ、フィンランド、フランス、ベルギーの日か国の

産業医制度について調査した内容が、「産業医学ジ

ャーナルJ 17.毛号～1島召号で紹介されている)。

シンポジウムでは、テーマが「産業医をめ寸る法

律問題」で、「産業医活動と労働者のプライバシー」

に焦点力機られたため、保原氏の指摘を深める議論

にならなかったことが残念であるが、きわめて重要

な提起だと思う。

最低基準の設定とその充実はもとより必要であ

るし、その点から改正すべき点は多い。しかし、労

働安全衛生絃｝の中で、使用者、労働者、産業保健

サービスの諸鐙腎機関も含めれば婚になるだろ

う)のあり方をどう考えるかということもより重要

な課題である。

国際的な動向は、これまでにもたびたび指摘して

きたように、基準監督額則)という対応から職場

での労使の自主的な対応を促進するという方向の

転換しつつある。 rules-七a毘 dappro皿 h 絃規

準拠盟)から ena凪ing時 opro配 h という言葉で

も紹介されている後者は、自主対応型、参加型等

と紹介してきたが、直訳すれば機能付与型とでもな

るだろうか) 。

その背景には、労働安全衛生の目的が、最低基準

一労災職業病の発生防止から、健康の保持増進や快

適職場の形成へ、あるいは、従来の法制度の規制対

象となっている職畿南以外の疾病も含めてその労

働関連要因をコントロールすること信号働関連覇も守、

の予防・管理)にまで拡大されてきているというこ

ともあるが、一方では、毎年数千種類もの新たな化

学物質カ鴇憾に導入されたり、技術革新に伴う新た
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表 小規模事業pfiの産業保健活動の概要と労働衛生機関の役割(私案)
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な労働免守華が

急速にもちこ

まれているこ

となどに対し

て、従来の手

法ではとても

対応しきれな

いという側面

もある。

この流れ

は、規制とい

う点からだけ

みると、むし

ろ規制緩和と

いうかたちて司見われることもあるかもしれないが、

労使の自主的な対応の前提として、使用者の義務の

明確化と労働者の権利仰る権利、参加する権利等)

の確立とセットで出てきているものと考えられる。

ある意味では、この点が、日本の労働安全衛生法

の最大の弱点である。

使用者は、法規で定められた個々の最低基準だけ

を守っていれば、自らの責任を果たしているという

ことにはならない。安全衛生配慮義務は、労災職業

病の損害賠償裁判に関する判例の中で確立されて

きたが、労働者を安全で健康な状態で働かせる使用

者の責任・義務を労働安全衛生法上に明記すべき

である。

労働者及び安全衛生に関する労働者代表の権利

については、日本では全く整備されていないという

に等しい。本誌の9 3年ト7月号で、安全衛生に関す

る労働者代表の権利について、ヨー口、yパ17か国の

比較調査と日本の場合を並べて紹介している。ヨー

ロッパ1効>固については、 1>洛得という1呼以と前

の調査であるにもかかわらず、該当するような権利

がまったく日本では規定されていないことがわか

る。調習す象となった権利は、①情報提供(知吾権

利)と協議す吾権利、②監督す吾権利、③(緊急時等

に)作業を中断させる権制、④就労時間内に活動す

る権利(教育のための有給休暇等を含む)、⑤便宜供

与、@:守秘義務、⑦特別身分保障、であった。

これらの労働者及び安全衛生に関する労働者代

表の権利を早急に確立すべきである。

健康診断について限定・縮小の方向にあるとい

うことも国際的動向の特徴のひとつである。これに

ついても、労働者のプライバシーの問題もあるし、

反面、使用者の経費負担の削減要求という面もある

ようだが、「個人対策よりも作業作業環境改善へ」

(その方が有効かつ費用対効果もよい)という流れ

により注目してみていきたい。

産業保健一労働衛生と言い替えてよいーは、作業

管理、作業潔境管理、健康管理の指理が一体と言

われるが、作業・作業環境管理>健康管理というの

が国際的な動向であるということである。そして、

健康管理の、あるいは個人対策のもっとも象徴的な

ものが健康診断であると言えよう。

そうすると、これからの産業保健=労働衛生のあ

り方として、使用者責任の明確化と労働者の権利の

確立による労使の自主対応を軸にして、どのような

産業保健サービスを構想するかということになる。

そこでは、産業医について言えば、日本で多くみら

れるような企業病院での診察等の機能ではなく、健

康診断よりも作業・作業環境の改善等をアドバイ

スする機能などがより求められるし、むしろ産業医

以外の産業保健ス夕、yフの役割若しくは産業医を

含めた産業保健チームの役割が強く期待されるの

ではないだろうか。

耳βの労働安全衛生に関する基本的な条約・勧

告として、「職業主の安全及び健康に関する 155号条

約・第164号勧告J(1961年)及び「職業衛生機関に

関する第161号条約・第171号勧告J (1臨年)があ

る。lLOでは、「職業衛生機関J- QCC'l耳E包onal

h e a l也田町田で、「労働衛生サービス」ないし「産

業保健サービス」機関 は、「職業医学、職業衛生、

人間工学、職業土の衛生看護その他の関連部門にお

いて専門的な訓練を受け、かっ、経験を有する十分

な技術的職員を有すべきである」傍171号勧告36

(1))としている。

産業保健のあり方に関する検討委員会報告は、産

業保健=労働衛生と言いながら、産業保健の内容と

しては健康管理に、その提供体制としては産業医制

度に重点が偏りすぎてしまっている観が否めない。

一方、同報告が、「現在の産業保健推進体制は、

事業場の規模によって基準が異なっているが、産業

保健サービスは、本来、事業場の窺濃にかかわらず

すべての労働者に対して提供されるべきであり、必

要な産業保健サービスがすべての労働者に対して

提供される体制をつくる必要がある」と指摘してい

ることはぜひ必要なことである。

前述の産業衛生学会のシンポジウム「小規模事業

所の産業保衛舌動をめ寸って だれがイニシアテ

イプをとるべき古> - - -Jでは、仙台錦町診療所・産業

医学検診センターの広瀬俊雄氏が「現場の実際と対

策」、福岡県産業保健推進センターの馬場快彦氏が

「地域産業保健センターの役割」、愛知県医師会の服

部於蒐彦氏が「産業闘垣識の役割」、開岐阜県産

業保健センターの加藤保夫氏が「企業外検診機関の

立場から」、各々現正恭綬告と問題提起をされた。特

に、加藤氏が「小規模事業所の産業保踏百動の概要

と労働衛生様閣の役割依案 )Jとして紹介された別

掲の表が興味深い。

これは、小規模事業所の産業保倍百動についての

労働衛生機関位βの用語の意味とは異なる)と地域

産業保健センターの役割分担について私案として

示されたものであるが、一般疾病の、すなわち瞳撲

病防止対策として法規で規制されている分野以外

の「作業管理Jr環境管理」については、現在の産

業保健サービスではほとんど対応できていないと

いうように読むことがて'きるのではないだろうか。

このシンポジウムの目的のひとつは「全国的に地

域産業保健センターが配置されるのを待たず、より

有効な活用法を検討すべく」設けられ、産業保健の

あり方に関する検討委員会報告でも、小規模事業場

に対する産業保健サービスの提供体制として、地域

産業保健センターの活用が盛り込まれている。

地域産業保健センターについては、 19921手5月の

「産業医のあり方に関する検討会報告 J(93年4月号)

に基づいて、 19 9 :存度から、全国4渚日道府県に毎年

度各1か所ずつ、各都市医師会と都道府県労働基準

局長が委託契約を結ぶかたちで設置されてきてい

る(民奔11-四月号。地域産業保健センターを支援

する都道府県産業保健センターについては、宮城、

山形、栃木、千葉、富山、愛知、大阪、兵庫、広島、

香川、 4嗣、熊本の2か所に設置され、今年度さら

に北海道、埼玉、長野、京都に設置される予定)。

地域産業保健センターが小規模事業場への産業
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保健サービス提供に実効性を果たせるように期待

したいが、そのためには、小規模事業場の作業・作

業環境改善に対するサービスを提供できる体制及

び利用者である関係する労使等が運営に参加し、容

易に利用できる体制を整備することが重要である。

労働法学会で「産業医活動と労働者のプライパシ

ー」に焦点が当てられ批海道教育大学岩見沢校の

あ耳賢氏が報告)、産業衛生学会でも「産業保健届

動とプライバシーJをテーマにしたシンポジウムが

行われている俊知県がんセンター研究所疫学部の

浜島信之氏が「プライバシーの保護と法令」、産業

医科大学の大林雅之氏が「プライパシーの保護に関

する国際動向」、本田技研工業槻鞠岳製作所健康管

理センターの鎌田隆氏が「産業保鐙活動におけるプ

ライパシー」、日本IBMの川辺ヒロ子氏が「メンタ

ル・ヘルス・ケアとプライバシー」について報告)。

この点については、産業医の選任義務のない 50人

未満の事業場も含めた事業者に健康診断の実施及

びその結果の記S罪事を義務づけながら、検診結果の

管理方法などプライパシーの保護に関する規程を

全く置かず、労働者には受診義務を規定しながら

医師選択の自由は認められている)、結果の通知を

受ける権利俸業者が結果を労働者に通知する義

務)すら規定されず、個人情報に関する権利が全く

保障されていない現行の労働安全寄生関係法令の

不備が根本的に見直されるべきである。そして、健

康診断の必受性の有無、対象者の範函、検診項目等

についても根本的な議論が行われるべきであろう。

前出のEρ の「職業衛生機関に関する第 171号勧

告」は、「労働者の私生活を保護し及び健康の監視

が差別の目的文は労働者に不利益な他の方法で利

用されないことを確保」すること (11(2))を求め、

「健康の評価に関する個人の情報は、その労働者に

i厳日し、その同意を得たよでのみ他の者に知らせる

6 安全センタ 情報部年7月号

こと古宮できる J (1 4(3))としている。

前述の産業衛生学会のシンポジウムで、座長の清

水善男氏巳菱電気静岡製作所、同学会労働衛生関

違法制度検討委員会委員長)は、次のような提起を

行っている。「資料によれば、日本労働法学会は1羽 1

年 5月の年次総会の統一テーマを『企業と人権』と

したことについて『労働の質を高めることへの要請

を“労働の人間化"と呼ぶのなら、今日、それとな

らんで“労働の場の人間化"の必要性もそれに劣ら

ず必要であることを強調したい』と述べているが、

これは本シンポジウムの基調を適切に表現してい

ると思う。もちろん、この舗は本質的には切り離

せないものであるが、前者が主として労働科学的・

技術的対応とすれば、後者は過労死やセクシャル・

ハラスメント、発展途上国への安全衛生を軽視しか

ねない企業進出で指摘されるような、一市民として

の労働者の人権(人間の尊厳)を守るという倫理的

な社会文化的対応と言えよう。 ICOHが倫理規定を

まとめたのもまさしくこのような時代背景を受け

止めてのことであると思う。そして、個々の労働者

の主体性を原点とした安全で健康な職場づくりを

建て前論ではなくて、具体的にどういう形て号諜の

ものとするかを皆て考え、実り多いシンポジウムに

なることを期待する」。

最後に、労働関連総患 ( w o r'註:-rela土e d d i田 aa,s

作業関達成患とも訳されている)について。

産業保健のあり方に関する検討委員会報告でも、

「原因と発症との関連が明確な職業性痴青とは異な

り、遺接的な原因ではないがその発症や経過に作業

が関連する一連の疾患があり、作業関連疾患と呼ば

れている」というかたちで登場している何報告で

「作業調達成愚予防マニュアル」としてふれられて

いるのは、労働省が今年度中に作成を予定している

「高血圧症、虚血性心疾患、脳血管民患等作業関連

図作業関連疾患と滋業靖、非駿業性疾患の関係

仕事でのストレス、
仕事の忙しさ

長時間労働
作業姿勢動作
有害な環境
など

労働婆因

個人素因
(遺伝、位、年齢、免
疫力、体力など)

非労働要因 家庭生活要因

(食習慣、運動習慣、
休養条件、家事など)

作業関連疾患

職業病 非職業性疾患

正吾氏犠回保健衛

生大学、検討委員会

の委員でもある)の

総括提起で次のよう

に言っている。

「作業関連疾患は、

労働要因由境:症に関

与している全ての疾

患であり、単一の労

働要因の影響が強い

職業病と、労働要因、

非労働要因を含めた

多国子により発症す

るその他の作業関連

民意とを含むものと

疾患の予防に有効な健康管理のマニュアルJ ('l"成

存度労働基準行政運営方針)のことであると思わ

れる)。

また、自治労による学榔合食調理員の「指曲がり

症J集団公務災害認定請求に対して、地方公務員災

害補償基金は中央労働災害防止協会に調査を委託

したが、1f沼鮮明にまとめられたその報告書(留年

1月号)では、「学校給食調理員にみられるいわゆる

『指曲がり症』は、『職業病』ではなく『作業関連疾

患』とするのが正しいと考える」としている。

以上のようなかたちで「労働(作業｝関連成患」が

語られ、従来の職菊商と区別して、今度は何が労働

関連疾患で何が違うのかというような詮索が行わ

れることは無益だと考えられる。前述したように、

従来の法制度の規制対象となっている職業病以外

の痴青も含めて、その労働関連要因をコントロール

することを労働安全衛生の今日の課題としてとら

えていくためにこそ、この概念が威力を発揮すると

考えられるのである。

産業衛生学会のメインシンポジウム '21也記に向

けての労働者の健康問題→喋関連疾患の視点、か

らー」でも、座長の井谷徹氏(名古屋市立大学)、島

定義されている個参照)。この作業関連民患の概念

は、わが国のみならず国際的にも、産業保健活動の

効果的な展開のために不可欠な概念であると認識

されてきており、その予防策の確立は、産業保健実

践上の最重要課題となっていると言っても過言で

はない」。

「作業関連疾患対策の基本は、原因が多要因であ

ることからして、労働・生活要因及び個人素因に対

する多面的かっ総合的な対策を展開することであ

ろう。また、発症要因の多様さは、個々の労働者が

持つ労働・生活要因、個人要因中の危険要因を具体

的に特定し、実施可能性も考慮して優先順位を決定

し、継続的予防策の必要性を示唆している。産業衛

生活動において作業関連疾患対策の視点を導入す

るということは、個々の労働者、個々の職場¢特質

を把握し、それを考慮に入れて疾病予｛防活動を展開

するということである。値目'U性の重視である。しか

しそれは、個人の素因や生活習慣の改善のみに終始

することを意味しない。個々の職場における作業方

法・環境の改善への取り組みを基盤に据えた総合

的な対策が求められている」。 開
賓室センター情報95年 7月号 7
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はじめに

我が国の産業保健サービスは、主として職業性疾病
の予防に始まり、その後の社会情勢の変化に対応し、
労働者の成人病対策、健康の保持増進対策等にその内
容が拡充されてきた。また、これらの産業保健サービ
スの提供体制についても、産業医、衛生管理者等の事
業場内外の産業保健スタッフによる体制が順次確立さ
れつつある。

このような産業保健活動は、労働者の生涯を通じた
健康管理の一翼を担うものとして、職業性疾病の予妨、
労働者の健康づくりなどに大きな役割を果たしている

ものでもある。

産業保健在取り巻く近年の社会情勢を見ると、疾病
構造の変化、高齢社会の到来、経済構造の変化、技術
革新に伴う業務内容・労鋤の身体的精神的負担の変i~

等が見られる。

労働者においては、労働に対する意識の多様化が見
ら払個々の労働者に適した人間的な労働を目指す流
れが強まり、健康問題への関心が高まつでいる。また、
事業場においては、労働力人口の減少が見込まれる中
での健康な労働力確保の必要性の高まり、若年 壮年

男子以外の労働者の増加等の変化が著しい。

さらに、業務の内容を間わず、身体の不調及び健康
の不安を感じている労働者が少なくないこと、いわゆ

る「過労死J に対する社会的関心が高まっていること
などに見られるように、職場における健康管理、健康
保持増進がますます重要な課題となってきている。
産業保健サービスの内容は、これらの変化、課題に

対応し得るものでなければならない。

もとより、健康は、自ら保持増進することが基本で

あるが、労働者にとっては、日々の労働の内容、職場
環境、職場における健康管理の実施状況等が、健康に
大きな影響を与えるものである。また、労働者が健康
で働けることは、事業場にとっても有益であり、重要

な課題である。
このため、事業者は事業場において適切な産業保健

サービスを提供し、労働者の健康保持増進を図る体制
を整備することが必要である。

また、事業場の規摸等の事情により、産業保健サー

ビスを事業場内で提供することが困難な場合において
も、すべての労働者が十分な産業保健サービスを受け
ることができるよう、地域における提供体制在確立し

ていく必要がある。

本検討委員会においては、このような背景を踏まえ、
21世紀を展望しつつ、主として労働者の健康に関して
求められる産業保健サービスの内容及び提供体制につ
いて検討した。

なお、検討に当たっては、「事業者の責務として必ず
提供されなければならない産業保健サービスに限ら
ず、職場の特性に応じて提供されることが望ましい産
業保健サービスも含め、労働者の健康を守るための予
防活動、更に健康在一層向上するための諸活動」を産
業保健活動と考え、以下の前提のもとで議論を進めた。

まず、従来からの産業保健活動の主たる課題である

晴駐車性痴青の予防対策については、長期間にわたる経
験と蓄積があり、個別具体的な検討及び対策が既にな
されていることもあり、本検討委員会においては、原

則的に新たな議論はしなかった。
また、具体的な産業保健サービスの検討に当たって

は、まず、当該サービスそのものの必要性を検討し、

これを提供するための実施主体費用負担等、当該サ
ービス提供の具体的な方法等については、検討部会を

設けて検討した。
さらに、検討に当たっては、できるだけ幅広く体系

的に行うこととしたため、必ずしも労働崎生行政の枠
にこだわらず関連の分野における僻鑓サービスの活用

等についても議論の的とした。

1 労働者の健蹟に係苔要因の現状と器国

労働者の健康について検討する場合は、種々の要因

が関係していることは当然であり、独立した項目とし
て捉えにくいものもあるが、便宜よ、以下のとおり整
理した。

(1 ) 圏毘の健康をめぐ吾環境の変化
イ 疾病構造の変化

戦後の国民の健康に関する対策は、結核等の感染症
対策から始まり、いわゆる成人病対策脳血管疾患、心
疾患、がん等L更に億康づくりへと展開されてきてい

る。特に、現在においては、高齢社会の進展に伴い、
成人病の予防及び積極的な心身両面にわたる健康づく
りが主要な課題となっている。
ロ 国民の価値観の変化

総理府が毎年実施している国民生活に関する世議調
査によると、国民の志向は「物の豊かさj から「心の
豊かさ」に変わってきている。これとともに、国民の

健康に対する関心も高まっており、平成金年 (1 00:く年)に
労働省が行った労働者健康状況調査においても、何ら
かの健康法を実施している者が約庄腕に逮している。
このように、労働者は健康の保持増進に強い関心を持
っている。

(2)労働力構成の変化
イ 高齢社会の到来

人口に占めるほ重量以上人口の割合は、昭和主奔 (llm
年)に7.1%であったものが、平成日手 (19:恐年)に13.5%
に上昇し、平成3昨( I D 251年)にはあ蹴に逮すると推 
計されている。また、雇用者において庄滅以上の者の
占める割合も、昭和 48年(泊 τ王手)に 14.4l垢であったも

のが、平成緯(1～泊詳目こは鉱1%に達している。

中高年労働者は、健康診断における有所見率が高く、
各種成人病の予備軍として、適切な健康管理を必要と
している。

ロ若年労働力の諾少

人口の高齢化を促進するひとつの要因として少産、

少子化が進行している。このため、 Z蔵未満の労働力
人口は、平成昨(1 1 m年目こ15在野人であったものが、
平成2年仰'1C洋 kは日庄町人まで減少すると予測さ
れている。すなわち、今後、豊富な若年労働力を期待
することが困難となることから、企業の労働力確保の
面で、中高年労働者の資質の向上を図ることが不可欠
となり、労働者に対する健康管理面の充実がより一層
必要となると考えられる。また、国民の健康への関心
の高まりが見られることからも億康対策の一層の充実

が求められると考えられる。
ハ女子労働者の増加

女子労働者の労働力車傍働力人口を 1,議以上の人
口で除した割合)を年齢階層別に見ると、いわゆる M字
型カープを描き、 2識からま議までの年齢層では、結

婚や出産、育児のため、前後の年齢層に比較して低水
準にあるが、近年 M字型の底の部分の上昇が見られる。
今後も、継続して就業する女子労働者が増加するとと
もに、結婚、育児等による勤労生活中断後の再就職も
増加することが予測されるため、出産、育児をひかえ
た女子労働者を始めとして、労働者の勤労生活と家庭
生活との両立を支援するための対策在、健康管理面か
らも考える必要がある。
二労働形態の多様化

近年、事繭労働者、パートタイム労働者が増加し、
労働力として相対的に重要な役割を果たすようになっ
てきている。

また、勤労観が多様化し、個人生活の重視とともに、
やりがいのある仕事を求めるなど、勤労生活と個人生
活の両立を志向する傾向が著しくなっている。この結
果、労働者の就業形態が多様佑し、若年層を中心とし
た転職希望率の高まりなどが見られる。

このような労働者に対しては、多様な労働形態のそ
れぞれの特性に配慮した適切な鍵康管理が必要と考え
られる。

(3)麗製構造の護化

イ産業構成の変化

産業別就労者数は、昭和主洋( l l m年)に第1次産業 
.17. 4 % 、第2次産業35 .2%、第数産業47. 3%であった

ものが、平成昨( l ! I D年)には第1次産業旦錦、第放 
産業33. 7 % 、第& i :産業団拶6と変化してきている。第
3次産業では特にサービス業の増加が著しく、第放産

業では建設業がやや増加したものの製造業は減少して
いる。また、第欲産業とも言うべき情報社会に対応し

た知的生産部門が今後一層増加すると考えられること
から、このような産業構成の変化に対応した新たな健
康対策が必要である。
口作業態織の変化

高度成長期における機械化の進展により、多くの作
業が筋作業から遼転作業に変わり、その後のコンビュ
ータ利用、メカトロニクス繍械工学と電子工学の統
合川によって自動化が進み、運転作業が監視調整作
業に変わるなど作業態穫も大きく変化してきた。事務
作業においても、 O A機器の導入・普及に伴い、事務処

理に関する作業態様が著しく変化している。

今後は、製造業ではメカトロニクスの進展、知能ロ
ボットの利用等による高度自動化等が予想されるの
で、作業態様はシステムのコントローJや調整・保全

等が多くなり、それに伴う知的負荷の増加及び責任範
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聞が拡大することによる精神的負荷の増加等が考えら
れる。また、サービス産業平情報産業においても、光

技術、デジタル化技術に支えられたマルチメディアネ

ット等の利用により、高度で責任の買い作業態様に進

む可能性が高いと考えられる。
このため、精神的負荷等に対応した特別な対策が求

められることになる。

ハ園隠化の進展

経済の発展等により、企業の海外活動が活発イむして

きている。海外で働く邦人及びその家族は、平成生年

(1 (W芋淘在位万人程度とされている。海外での勤務

や生活は、文化、制度等の違いにより、精神的負荷が

増加することなどから、健康管理には特段の記溜とヱ

夫が要求される。

また、経済の国際i!:iは海外から流入する外国人労働

者の増加を促している。外国人労樹靖については、言

葉による十分な意思の疎通が得られないことがあり、

健康管理面でも十分な対応ができない場合も考えられ

る。さらに、出身留の生活状況、特に疾病構造の違い

から、我が圏内においても一般的な対策¢他に特別な

配慮をする必要がある。

さらに、企業の国際進出に伴って、我が留の菌際的

責務も増大してお割、産業保健の知識技術等の面で

国際協力に対応できる体制づくりについても配慮する

必要がある。

(4 )判事議場におけ吾犠醸管理
一般に、労働者数回人未満の事業場に対しては、労

働安全衛生法上、産業医、衛生管理者の選任等が義務

付けられていない。また、健康診断の実施状況を晃て

も事業場規模が小さくなるほど実施車が低下してお

り、健康管理が必ずしも十分に行われているとは言え

ない。

また、中小事業場は企業規模も小さいところが多く、

資金的な面での脆弱さ、労働者の定着率の低さ、有害

業務の存在等から、特に小規議事業場で働く労働者の

健康管理面での対策を始め、多面的な支援策が必要で

ある。
このため、国は、地域産業保健センタ一等の整備、

中小事業場等が実施する事業に対する助成制度等の必

要な措置を講ずる必要がある。
さらに、大企業にあっても事業場が分散し、個々の

事業場規模が縮小する傾向が進むことが予測され、事

業場を単位として規模別で規定する現制度について

は、今後、検討していく必要がある。

(5)健蔵情報の活用

労働者の健康に調する情報源としては、事業場で行

う各種の健康診断が最も一般的であるが、その他健

康保持増進活動、健康保険の保健福祉施設事業等から

得られる情報も活用できる。

しかし、これらの情報については、現在必ずしも十

分に活用されているとは言えず、健康管理を個人の単

位で進めるために、情報を統合して活用する必要があ

る。その際、個人の秘密である健震診断結果等の健康

情報をどのように守るかも重要な問題である。
さらに、これらの情報は、労働者が実際に就業する

場合に、労働時間、作業の種類、作業態様等を決定す
る t~めに活かされるべきであるが、各事業場で行われ

ている健康診断結果等をとってみても必ずしも十分活

用されているとは言い難いので、その有効活用の方法

が探求されるべきである。

また、労働者の健康状態を把握した結果は、管理す

る側でこれを活用するのみならず、労働者自らが行う

億康管理に資することができるようにする必要があ

る。

2 求時告れ奇麗事韓苦害事量サービスの内容

産業保健サービスの中には、現在、労働安全衛生法

に規定され、事業者が資務として行う健康診断を始め
とした労働衛生管理対策が含まれている。これらの対

策は、すべての事業場において最低限の事項として実

施されなければならないことは言うまでもない。

現在行われている盤康管理に係る産業保健サービス

としては、これら労働安全衛生法に基づく健康診断等

の他、企業等の自主的な活動として実施されている福
利厚生としての諸対策、健康保闘E合等による人間ド

ック等がある。事業者の費務として行われるべきもの

がすべての事業場で実施されるべきことは当然である

が、その他のものについても、どのような産業保健サ

ービスを展開するかは、各事業場の創意工夫により総

合的に決められるべきものであり、結果的にはすべて
の労働者に必要な産業保健サービスが提供されなけれ

ばならない。

ここでは、現在自主的に実施されている活動に加え、

包世記には必要となるであろう産業保縫サービスも含

めて、労働者の健康に関して求められる産業保健サー

ビスについて検討した。

求められる産業保健サービスとしては、次のような

内容が考えられる。また、そのような産業保健サービ
スを労働者に提供するに当たっては、事業者、労働者、

産業保健スタッフ、関係団体等は、相互に協力・連携

する必要があ也、また、国は、各種の事業がより効果
的・効率的に推進されるよう努める必要がある。

また、事業場においては、これらの産業保健サービ

スが全体として労働者の健康保持増曜のために有効に
機能することが求められる。そのためには、労働者の

意見を反映させながら、事業者、労働者、産業保健ス

タッフが相互に協力・連携し、有機的・総合的に産業
保健サービスを提供する体制を確立することが望まれ
る。

(1 ) 成人病に対応レた塵灘保鍵サーピスの纏侠

健康診断については、労働安全衛生法第皮革長に規定

があり、同条第積において事後措置についても規定さ

れている。そして、健康診断結果に基づく事後措置と
して、事業者による就業場所の変更、労働時潤の短縮

等が例示されているが、必ずしも十分に実施されてい
るとは言い難い。

健康診断の事後措置についてのー強的方法及び事後
措置を円滑に行うための方策について明らかにすると

ともに、疾病別の対策等についても研究を進め、現場
における対応の便宜を図るべきである。

さらに、成人病の予防対策としては、健康診断で特
に有所見とならなかった者も含め、労働者情人の生活

習慣指草色運動指導等を含む勤労生活全般を考慮した

へJレスマネージメントが必要であり、特に、医療が必

要な者への受診指語章一程度の異常所見者に対する生活

指導等の方策を講ずべきである。

また、がんは我が国の死因の第1位であり、現在のと

ころ、早期発見ががん対策の重要な方法である。

がん検診としては、老人保健法による胃がん、肺が

ん、大腸がん 子宮がん、乳がんの検診が一般的であ
る。労働安全衛生法では、職業がんについて職場で検

診を行うことが規定されているが、その他の一般のが

ん検診については定められていない。これは、向日去の

規定が事業者の責務として規定されているため、労働

に直接起因しないがんに対しての億康管理について定
めていないことによるものと考えられる。

しかし、先に述べたように労働力人口の高齢佑に対

応し、限られた労働力の活用を図るためにも、今後は

労働者に対する一般のがん検診の重要性は増加すると

考えられる。

戦場における一般のがん検診は、事くの企業で福利
厚生事業の一環として、文は健康保険組合の保健福祉

施設事業として実施されている。一殺のがん検診が実

施されていない職場の労働者については、法制度上、
老人保健法によって市町村が実施するがん検診を受診

することが可能であるが、職場で一般のがん検診を受

診できる体制を構築することが望ましい。その際、検

診実施の責任及び老人保健法に基づく老人保健サービ

スとの整合性等、検診を提供する形態等については十
分検討する必要がある。

イ 健慶診断及び事後措置の徹底

労働者の成人病対策としては、定期的な健康診断の

実施及び事後指導等の事後措置が璽要である。

このため、事業者は、事業場における定期健康診断

の実施の徹底を図るとともに、産業医が労働者に対し

て行う健康診断の結果説明及び事後指導に基づき、必

要な事後措霊童の実施を徹底する必要がある。特に、事

後指導の内容については、必要な者に対しては締密検

診を実施し、これに基づき、「心とからだの健康づくり
:百lPJ を実施したり、保健指壊ι栄養指導等を含む

健康づく習のメニューを作成するなど実践的な内容と

することが望ましい。また、産業医の指導に併せて、

その指示に基づき保健婦等の産業保健スタッフがより
縮かな健康指導を行うことも考えられる。

国は、事業者に対してこれらの事後措置霊のあり方を

示すため、事後措置に関する指針を作成するとともに、
すべての労働者が適切な事後措置を確実に受けられる

よう体制の整備に努めるべきである。

さらに、健康診新在実施することが図難な状況も苦手

く見られる小規模事業場において、その実施を徹底す

るため、助成制度等についても検討すべきである。

一方、労働者は、鐘康診断の結果に基づく産業医等

による指導に従い、生活習慣を改善するなど、積極的

に自らの健康管理に努めることが求められる。

口 一定年齢におけ吾節目検診の推進

中高年労働者の増加成人病の増加等に対応し、労

働者の健康を保持増進するためには、健康教育、定期

健康診断に加えて、中高年期における定期的かつ総合

的な健康チェックによる日常生活の管理・改善が必要

である。

このため、事業場において、定期健康診断項目の完

全な実施に加えて、一定年齢の労働者に対するいわゆ

る節目検診を実施することが有用である。特に循環器

疾風、歯周疾患等に対する検診については、既に事業

場において実施されている場合もあるが、必要な検診
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を行う体制の整備を図ることが求められている。この
際、事業場及び労働者の実情に応じて、労働者の生活 
状掘調査、健康状態・運動能力等に関する検査等を行
い、事後の古田=結びつけるなど、労働者の健庫保持
増進に資する内容とすることが望ましい。
節目検診には、例えば3描量～ 4 (草畳一庄蔵、返殿前等

の時期に行い、各年齢層に応じた内容とし、併せて必

要な教育在行うことが考えられる。

ハがん検診の推進
がんは生産年齢人口の死悶として最も多く、職場に

おける健康管理が効果的なこと、また、健康な勤労生
活を実現していくことが事業場としても重要な課題で
あることから、事業場においてがん検診が実施される

ことが望ましい。
がん検診については、既に事業場において実施され

ている場合もあるが、未実施の事業場においても望ま
しい産業保健サービスとして、積極的に推進するよう
に努めることが望ましい。この際、胃がん、肺がん、
大腸がん、子宮がん、乳がんなどの検診が考えられる
が、実施される検診の内容、時期等については検討が

必要である。
国は、小規槙事業場におけるがん検診を推進するた

め、助成制度等についても検討すべきである。

二効果的な検診の選択
労働者の効果的な成人病対策のため、節目検診、が

ん検診等は、事業場において実施されることが望まし
い。その際、事業者が、産業医等の意見に基づき、事
業場や労働者の実情に応じて、適切な内容の検診を選
択して実施することができる仕組みが採られるべきで

ある。
本 青年期か告の健康教育の推進
産業保健の分野において、労働者のいわゆる成人病

への対応が大きな課題となっているが、青年期からの

発症予防が重要であることから、園、関係団体事業
者等は、事業場等における青年期からの健康教育を推

進する必要がある。

(2)メンヲルヘルス対策の充実
我が匿においては、いまだにメンタルヘルスが精神

障害と直結して考えられることがあるが、身体の健康
管理と同様に、心の健康維持はすべての労働者にとっ
て重要であるという認識を普及させることが必要であ

る。
また、作業の高度化、効率化に伴い、労働者は様々

なストレスを受けているが、中でも近年の作業態様の

変化から、精神的作業負荷が増大し、精神的負担が増

加していると考えられる。
これまでも職場において、管理監督者の研修課題と

してメンタルヘルスの問題を取り上げたり、櫨康保持
増進措置でも心の問題を取り上げているが、必ずしも

十分普及しているとは言えない。
労働者の精神的作業負荷に配慮することは、管理監

督者の重要な役割であり、これら管理監督者に対する

メンタルヘルス研修を充実することが必要である。ま
た、労働者自身が自己のストレスに気付き、これを適
切にコントロールすることができるよう、労働者に対
してストレスマネージメント手法の知識を普及し、労
働者が自らのjむの健康を保てるような支援を行うこと

も必要と考えられる。
さらに、身体の健康がす寸れないときに医療の相談

が必要であるように、心の状態がす守れない労働者に
おいても、気軽に相談できる体制をつくり、早期に健

全な状態へ復帰させることが求められる。
このため、気軽に栢談できる体制のひとつとして、

事業場内又は事業場外に相談窓口を設置するととなど
を検討する必要がある。相談窓口を設置する場合には、
個人の秘密が十分守られる体制を確立する必要があ

る。
イ メンヲルヘルスに闘す吾知諮の普及啓発
国及び関係団体は、事業場における労働者のストレ

スの増大等、心の健康に関する問題がますます重要と
なってきていることから、事業者、産業保健スタッフ
等に対してメンタルヘルスに関する知識の普及・啓発

を図る必要がある。
事業者等は、産業医及び他の産業保健スタッフ等を

活用し、労働者に対して心の健康がすべての労働者に
とって重要であるということを認識させて、メンタJレ

ヘルスに関する知識の普及を図る必要がある。

ロ ストレスマネージメントの普及
国及び関係団体l土、事業場におけるストレスマネー

ジメントの普及を図る必要がある。
特に、労働者が自主的にリラヂセーションを行うた

めの施設の整備を推進するなど、事業場におけるリラ

クセーションへの支援を行うことが望ましい。

ハ気軽に相談でき吾体制の充実
事業場においては、広く健康問題に関して、労働者

が気軽に相談できる体制が整備されることが重要であ
る。
事業者が相談室等の相談窓口を設置する場合には、

医師、相談員等が相談に応じるとともに、日頃から積

極的にメンタルヘルスに関する知識の普及・啓発を図
るなどにより、労働者が気軽に相談できる場とするこ
とが望ましい。

小規模事業場等で、事業場内に相談窓口を設置しな
い場合には、地域産業保健センターを利用したり、医
療機関等の事業場外の専門機関と契約してメンタルヘ
ルスケアを行う体制を整備することが望ましい。この
ような事業場外の相談窓口については、電話、ファク
シミリ等による棺談窓口を併設することも考えられ
る。

また、璃織巡視、健康問断等においても、メンタル
ヘルスに配慮し、心の問題について早期に対応できる

体制とすることが望まれる。
なお、メンタルヘルスケアの重菰に当たっては、労

働者のプライパシーの保護に十分配慮する必要があ
る。

(3 )作議関連疾患への対応

原因と発症との関連が明健な職業性疾病とは異な
り、直接的な原因ではないがそ白発症や筒晶に作業が

関連する一連の疾患があり、作業関連疾患(w,担任

圃a副 c m盟国と呼ばれている。この中には多種多

様な疾患が含まれ、疾患そのものの研究としては各々
進められているが、作業との関連に着目した研究はい

まだ十分とは言えない。
実際に労働者に見られる疾病についてもこの領域の

疾患が多く含まれており、作業関連疾患に擢息した労
働者に対する適切な健康管理が必要である。このため、

当面は作業と各疾患との関連について研究を進めると
ともに、予防を含めた健康管理方法の検討を行い、各
職場において適切な健康管理と健康教育とが実施でき

るようにすべきである。
イ 作業関連疾患の予防
国は、作業関連疾愚予防?ニュアルを作成し、その

普及を図り、事業場において作業関連疾患の予防及び
悪化の防止が図られるように努めるべきである。

事業場においては、作業関連疾愚予防マニュアルを

踏まえ、産業保健活動の中で、作業関連疾息の予防に

関する適切な措置を講ずべきである。

また、健康診断等の結果により作業関連疾思の危険
性が高いと考えられる労働者に対しては、更に精密検
診等、適切な事後措置を行うとともに、継続的に筋晶

観察するなど、発症の予防に努めるべきである。
さらに、労働者は、産業医等による事後指導に従い、

生活習慣を改善するなど、自らの健康管理に努めるべ

きである。

ロ 作業関連疾患に闘す吾研究の推進
国及び関係団体は、作業関連疾患に関し、作業と疾

患の発症・増悪との関連性、予防方法等についての研
究を一層推進する必要がある。

(4 )その他の察病に対す革対策

労働と直接関連しない疾病についても、職場におい
て適切な対応が必要であったり、職場在通じた保健サ

ービスがより効果的である場合があb、これらに対す
る配慮も産業保健の大きな課題である。例えば、以下
の疾病等が考えられる。

エイズについては、職業性疾病として管理しなけれ
ばならない医療現場等はもちろん、一般璃協において
も、エイズに対する誤解や偏見等から職場に不安を招

くことなどがないよう必要な対策を講ずべきである。
このため、エイズ及びE町感染者・エイズ患者に対す
る差別の防止のための正しい知識を普及する場として
毅場を活用すると同時に、管理監督者、産業保健スタ
ッフ等に対して労働分野におげるエイズ問題に対する
取扱いを教育することが効果的であると考えられる。

また、骨粗しよう症については、労働者として働い 
ている年代では発症する例は少ないが、その予防には

若いときからの留意が必要であり、予防知識を職場に

おいて普及することが効果的である。
イ エイズ封策の推進
国及び関係団体は、職場におけるエイズ問題に関す

るガイドラインの普及に努めるなど、職場におけるエ
イズ対策の一層の推進を図るとともに、エイズに関す

る正しい知識の普及及び新たな感染者の発生予防のた

めに必要な措置を講ずる必要がある。
ロ その他の疾病に対す奇知識の普及
国は、腰痛等職場で配慮すべき疾病に対応するため

の知識の普及・啓発を図る必要がある。また、骨粗し
よう症等の予防のための知識の普及・啓発を図ること
が望ましい。

(5 )労働者の健底保持増選対策の充翼
健康で働いている労働者でも、日常の生活習慣やそ

の素因によって成人病を発症する者も多い。さらに、
加齢による体力の低下や成人病の増悪を来すこともあ
る。したがって、常に自らの健康状態をよく知るとと
もに、これを維持向上させることが望まれる。

このため、労働安全衛生法に事業者の努力義務とし

て労働者の健康保持増進措置が規定され事業者に対
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する助成制度も設けられている。しかし、この助成制

度においては、健康状態のチエヅク及ぴ撞康指導にと

どまっており、健康増進のための実践活動が含まれて

いなし」
したがって、労働者の健康保持増進対策を健康状態

のチェックから実践活動の実施まで総合的に支援する

ための方策を講ずるとともに、健康保持増進対策と健

康管理が一体となった新しい体制をつくる必要があ

る。

イ 労働者の健摩保持増進対策の普及。啓発

事業者は、労働者の健康づくりのため、積極的に「心

とからだの健康づくり:古IPJを実施する位ともに、

労働者はこれを利用し自発的に健康づくりに努める必 

要がある。この際、鍍康診断の事後措置のひとつとし

て叩陀位置付け、積極的に取り組むことが望まれる。

宮間推進に当たっては、とりわげその実践定着

の促進が重要である。そのため、国及び関陳団体は、

事業場、労働者擢康保持増進サービス機関及び労働者

健康保持増進指導機関において行われる①健康測定、

運動指導等に係る機器整備に対する支援の拡充、②労

働者の運動実践活動に対する支援、③食生活、飲酒、

喫煙、生活習慣、口腔保健等に関する指導の充実等を

図るべきである。

さらに、健康保持増進に関する基礎的 医学的研究

の推進やこれに携わる産業保健スタッフの研修の充実

を図る必要があり、そのための体制を整備する必要が

ある。

口 事業場におけ司健蔵保持増進体制の整備

健康保持増進措置に関して、専門的技術的立場から

の検討及び評価を行い、個々の労働者に対する各種指

導の異体的かっ適切な実施を図るため、事業場におい

ては、産業医等を長とする健康保持増進専門委員会等

を設置し、労働者の健康状態等に応じ、各種指導を行

う体制が確立されることが望ましい。

ハ 小規模事業場における健蹟づくりの推進

一般に、健康づくりに対する取組みに立遅れがみら

れる小規模事業場に対し、地域産業保健センターにお

いて健康指導を行うなど、小規模事業場における健康

づくりを積極的に推進する必要がある。

また、小規模事業場においては、個別に健康づくり

に取り組むことが医難なととから、地域及び事業場構

内における関連企業等が共同して健康づくりに取り組

むことも積極的に推進する必要がある。

(自)労働者の自主的健康活動に対す吾支撮

健康や医療に関する雑誌等が多く出版されている現

状からみても、健康や医療についての情報が国民から

強く求められていることがうかがえる。職場における

情報の提供体制としては、健康相談という形も考えら

れるが、いずれにしても、利用者の利便性を考慮した

体制とすべきである。

労働者の健康志向の高まりとともに、健康のために

様々な運動を行う者が増加している。しかし、我が固

においては、運動指導者等の要員確保及び運動施設の

整備が必ずしも十分ではない。

イ 事業場における労働者の自主的健康活動に対す苦

支援

労働者自らが積極的に健康増進に取り組むことがで

きるよう、事業者は、健康に関する情報提供、健康教

育の機会の提供、施設'設備の充実等、労働者の自主

的健康活動に対する支援を行うよう努める必要があ

る。

国及び関係団体は、事業場における取組みのために

必要な支援を行うように努める必要がある。

ロ 運動指導者の饗成、運動施設の整備

国及び関係団体は、労働者の健康保持増進のために、

運動を支援、指導する者の養成、労働者が利用できる

施設の整備を充実させ、その利用を促進させることが

必要である。

(7 )女子労働者への産難保鑓サービスの発翼

女子労働者に対しては、安心して妊娠、出産するこ

とができるよう、母性健康管理の充実等が求められる。

また、月経思難症、無月経等を訴える女子労働者に対

しては、適切な相談、指導及び支援体制が望まれる。

さらに、子宮がん、乳がんの検診についても事業場

において実施されることが望ましい。

イ 女子労働者への相談体制の整備

妊産婦等配慮を要する女子労働者に対して、医師等

による相談・指導を行うなどの相談体制を整備する必

要がある。

口 がん検診の推進

事業場におけるがん検診の一部として、女子労働者

に対する子宮がん、乳がんの検診を推進することが望

ましい。

(8) 特別な配慮を饗す吾労働者への対応

一般に、加齢に伴って有病率が増加するため、高年

齢労働者に対しては若年労働者とは異なった対応が求

められる。すなわち、年齢にふさわしい健康診断、健

康指導を行うことなどが求められる。このため、高年

齢労働者に対する適切な健康管理体系を構築する必要

がある。

障害を持ちながら就業する者は、今後、更に増加す

ると考えられる。障害の種類、程度は様々であるが、

ノーマライゼーションの観点からも、健康面で特に配

慮を要する者に対して適切な職場環境等が整備される

べきである。この際、産業保健サービスを提供する者

も、健康管理についての調整を行う役割を担う必要が

ある。

粉～遺労働者に対しては、派遣前後の健康診断が

実施されているが、海外で居住しているときに必要な

情報が必ずしも十分提供されているとは言えない。

外国人労働者に対しては、まず、言葉の違いによる

意思頃詰直の障害を取り除く必要がある。また、このよ

うな産業保健サービスを提供する者が、労働者本国の

疾病発生情報在活用し、適切な健康管理在行うことが

望まれる。

イ 高年齢労働者への産業保健サ ピスの充実

事業場における健康診断の徹底、一定年齢の労働者

に対する節目検診の推進等により、高年齢労働者に対

応した鐙康管理を行うことが望ましい。

また、労働者の適性に応じた作業管理を行う必要が
ある。

ロ 障害を持つ労働沓への配慮

障害を持つ労働者に対し適切な職場環境等を実現す

るため、環境整備、医師等による健康管理、保衛旨導

等を行うことが望ましい。

また、労働者の適正に応じた作業管理を行う必要が

ある。

ハ 海外旅遺労働者に対す吾産業保健サービス

海外における保健医療施設及び保健医療状況につい

ての情報を提供する必要がある。

二 外国人労働者に対す吾産業保健サービス

外国人労働者を対象に健康相談、情報提供等を行う

体制の整備、外冨語による健康診断の問診票等、各種

のサービス提供に当たってのエ夫が必要である。

(盟)纏続的な盤康管理の縫選

健康管理は、学校教育の場から就労の場へ、就労の

場から退職して地域へと場が変わるのに伴い、健康管

理体制も変わるものであり、生涯を通じた健康管理を

行うよで産業保健が一定の役割を果たす必要がある。

労働形態が多様化する中で、離聡転職する労働者

が増加すると考えられるが、このような労働者につい

ては、新しい職場において過去の健康状態を把握する

ととにしばしば困難が伴う。

このため、個人の健康情報については、健康手帳、

億康情報カーF等の媒体を活用し、その労働者自らが

継続して健康管理ができるようにすることが考えられ

る。この際、プライパシーの保護が厳正に図られるよ

う配慮する必要がある。

イ 力 ドシステムの導入等の検討

健康診断結果、職歴等の健康に係る情報を記録し、

労働者自らが自己管理を行うための個人別健康情報カ

ードシステムの導入等、緩職・転職等の際にも対応で

きる健康管理が継続して行える方法について検討する

必要がある。

(10)地域録鑓・地域霞語震との連携

(9;に述べた継続的な僚露管理の推進のためには、生

涯を適じた視点からの対応とともに、地域生活の視点

から、地域保健・地域医療と遼携した労働者の鍵康管

理が占、要である。

イ 地域 co保鑓医穣構係者関保機関との連携

労働者が地域の医療機関を受診する場合等に、健康

情報カードを用いて医師に健康情報を提供するなど、

継続的な健康管理を行うための地域保健・地域医療と

の連携のあり方等について検討する必要がある。

その際こは、地域の保健・医療に携わる関係者、関

係機関等を有効に活用する必要がある。

(11 )j官接改密等への支援及び穣溜な職場環境の形成の

促進

作業管理制宇業環境管理は、労働者の健康を確保す

るために行っているものであるが、健康管理面での情

報が作業改善等に反映されていないことがある。健康

障害の原因が作業平作業環境にある場合には、必要な

改善を講ずべきである。

また、職場における疲労やストレスは、労働者の健

康に影響を及ぼすものであり、作業環境判中業方法が

適切に管理され、疲労の回復を図るための設備を改善

するなど、疲労やストレスを感じることの少ない快適

な職場づくりを目指すことが必要である。

イ 作業改善への支援

事業場においては、健康診断の結果や日常の産業保

健活動により得られた情報を有効に活用し、適切な作

業管理作業環境管理を行うように努めるべきである。

口 快適な聴場環境の形成

事業者は、労働者が身体的及び精神的に過度なスト
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レス在感じることのない快適な職場環境の形成を促進

すべきである。
国及び関係団体誌、快適な職場環境の形成のために

必要な支援について、今後とも充実在図っていくべき

である。

(1 2)鍵康状態に配趨じた開場配置への支援
労働者の職場配置に当たっては、当該労働者の適性

を考慮することが必要であるが」健康面からの適性の
判断は、産業医等の産業保健の専門家の責務として行

われるべきである。
このため、産業医等は、労働者個人の秘密の事項に

留意しつつ、労働者の適性に応じた配置への支援に積

極的に取り組台べきである。
イ 慢康状態に配慮じた聴場配置への支援
事業者は、労働者の職場配置に当たっては、労働者

の健康状態に応じた業務への既置を行うように努める

ことが望ましい。
その際、産業医等は、労働者の健康状態に応じ、労

働者個人のプライパシーに配慮しつつ、事業者等に対
して適切な助言・勧告を行うとともに、労働者に対し

て適切な健康指導を行う必要がある。
また、労働者の作業転換に伴うストレスに対するメ

ンタルヘルスケアを行うなど、事業場において気軽に

相談できる体制を堕備することが望ましい。

3 塵諜保鍾サービスの提供体制

'2 求められる産業保健サービスの内容」の項に述
べた産業保健サービスを提供するためには、今後、産
業形態や疾病構造の変化等、労働者を取り巻く環境の

変化に対応し、産業保健サービスの提供体制を整備し

ていくことが望まれる。

(1 ) 産業保健サービスの提供体制の検討に当たっての

留意点
イ 全労働者に対応できる体制
現在の産業保健推進体制は、事業場の規模によって

基準が異なっているが、産業保健サービスは、本来、
事業場に規濃にかかわらずすべての労働者に対して提
供されるべきであり、必要な産業保健サービスがすべ
ての労働者に対して提供される体制をつくる必要があ

る。その際、単に規制の強化や事業者の負担が増すだ
けの結果にならないよう配慮し、中小企業等において

も経済的な面でも効果が期待できるよう留意しつつ、

実効のある体制を考慮すべきである。
ロ 労働者の利便性に配慮じた体制
産業保健サービスの提供体制を考えるとき、利用者

である労働者の需要に応じた形でないと意味がない。
例えば、健康相談の窓口しても、利用者の求めている
相談内窓相談方法等を踏まえて設けるなどの配慮が

必要である。
ハ実施主体の昭確化
産業保健サービスを提供するに当たって誰が提供す

べきかは、これまでの議論では必ずしも明確になって
いないが、実施主体が、園、事業者等異なる場合には
提供できる産業保盛サービスが限定されることもあ
る。したがって、各々の産業保健サービスを提供する
体制を検討するとき、実施主体を明確にすべきである。

二 プライバシーの保謹
健康情報は個人の秘密に属するものであり、事業場

では産業保健サービスを提供する組織でこれを保存
し、必要な著書項を必要な者に限って知らせるべきであ
る。また、この場合も、本人の同意を得るとともに、
必要最小限にとどめるべきである。さらに、事業場外
で産業保健サービスを提供する機粛についても、事業
場との契約のあり方をも考慮して、個人の秘密を安易
に提供することのないようにすべきである。
ホ 産業保健サービスを提供す吾組織の公立性

プライパシーの保護の観点からも、また、事業者、
労働者から独立した客観的な判断を確保するために
も、産業保健サービスを提供する組織が、事業場の中

にあっても専門的見解の公正性を保てる体制が必要で
ある。
へ産業保健サービス撞供者の量の確保

産業保健サービスをすべての労働者に提供する場

合、産業医、衛生管理者等の事業場内の体制や、億康
診断等を行う医療機関 労働衛生機関、検診機潤等の
事業場外の機関等が、現在の体制のままでは明らかに
不足する。このため、従来の体制に加え、広く社会一
般の保健サービスにも自在向け、その利用を考慮すべ

きである。また、産業保健サービスへの参入を促進す
る誘導策についても検討すべきである。

ト 提供され吾産業保健サービスの質の確保
良質の産業保健サービスを提供するためには、提供 

者の資質の向上が必要であることから、研修制度等に
ついても検討すべきである。特に、産業保健サービス
提供者の中 11)的役割を果たす産業医については、現在

実施されている研修をさらに充実させた体系も考慮す
べきである。

また、産業保健サービスを提供する機関についても、
認定制度等提供される産業保健サービスの質を担保す
る制度を考慮すべきである。
チ基礎的な研究の充実

作業関連疾患を始めとして、今後とも研究を進めて
いかなければならない分野は多い。言うまでもなく、

医学は疾病の治療から始まったが、今後は疾病の予防、
更には健康増進にも積極的に寄与することが求められ
ており、このような観点からも、健康についての基礎
的な研究を進めるべきである。

(2 )産業匿のあり方とその役割

産業医のあり方については、既に、「産業医のあり方
に関する検討会報告倖成4fF)Jにおいて、「産業医の
選任ム「産業医の処遇と身分保障ム「産業医の養成施
策」等についての提言がなされてお号、間報告の内容
は願次実施されていくことが望まれる。

今回の検討に当たって、特に以下の事項について検
討を行った。これらの事項については、可及的速やか
に実施することが望ましい。

イ産業医の選任

(イ)現状と課題

労働者の過半数は、産業医の選任義務のない、常時
雇用する労働者が白人未満の事業場に所属している。
このため、これらの労働者に対しては、必ずしも十分
な産業保健サービスが提供されているとは言えない。

しかし、産業保健サービスは、本来、事業場の規模
にかかわらずすべての労働者に提供されるべきであ
り、そのための体制が整備されなければならない。特
に、産業疫が選任されていない小規模事業場において
も、必要な産業保健サービスが提供できる実効のある
方策の確立が必要である。
(ロ)対策

① 産業医の選任基準等

すべての労働者に対して産業保健サービスを提供
するためには、すべての事業場において産業医を選
任することが望まれる。しかし、極めて小規模の事

業場においては、事業場を単位として産業医を選任

することは現実的ではない。さらに、必要とされる
産業医の数と実際の数とを考慮すると、現実的には、
白人未満の事業場にあっては、産業医を選任する方

法のほか、地域産業保健センターを活用して、健康
診断後の事後指講ι事業者に対する助言、職場巡視

等を一貫して受けることができる体制とすることも

考慮すべきである。

以上のことから、 50人未満の事業場にあっても、
労働者に対して産業保健サービスを提供するため、
以下のような方法について十分考慮すべきである。
←間人以上の事業場にあっては、事業場単位で産
業医を選任。

仁)お人未満の事業場にあっては、以下の方法のい
ずれかを選択。

1 30.人以上の事業場と同様に、事業場単位で産業
医を選任する。

2複数の事業場が共同で産業医を選任する。

例えば、工業団地、事業者団体等において事業
者が共同で産業医を選任する。構内下請事業場に

あっては、元諸事業場の産業医を産業医として選
任する、企業が複数の小規模事業場を有するとき

に共同して産業医を選任する、などが考えられる。
3地域産業保健センターを活用する。

地域産業保健センターの活用に際しては、医療
機関人労働崎生機関検診機関等との連携等、具
体的なサービスの内容及び提供方法について、今
後検討する必要がある。

また、労働者に対して、求められる産業保健サー
ピスを提供するために事業場において必要な産業医
数については、事業の種類、労働者数等に規定され
るものと考えられる。この産業医数については、業
務の内窓労働者一人あたりに必要な産業保健サー
ビスの投入時間等を考慮して検討することが必要で
ある。

② 企業において総括す吾産業医の選任
一定数以上の労働者を有する企業においては、全

社的に産業保健活動の推進を図るため、企業全体に
ついて健康管理等を総括する産業医を置くことが望
ましい。

総括する産業医の暗師事としては、企業全体に係る
衛生管理体制、安全衛生管理計画、事後指導の基準

等に関する事項を担当することなどが考えられる。
③衛生委員会の関与

産業保鐙舌動を推進する上で産業医が担う役割は
重要であるととから、産業医の変更に際しては、衛

生委員会の設置を要する事業場にあっては、衛生委
員会において爾査審議し、衛生委員会が事業者に対

して意見を述べることとすべきである。

日 産業医の職及び権限
(イ)現状と課題
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産業医には、労働安全衛生規則に基づき、健康診断
の実施及び事後指噂、作業環境の維持管理、作業の管
草色労働者の健康管理、健康の保持増進、衛生教育、

健康障害の原因の調査及び再発防止措置を行う権限、
事業者・衛生管理者等に対する助言・勧告、職場巡視、
健康障害防止措置を行う職務が与えられているが、実
態としては、必ずしも十分な活動が行われていないこ

ともある。
したがって、産業医によって提供されるべき産業保

健サービスの内容を明らかにし、産業医の助言・勧告
に基づき、事業者が具体的な施策在確実に講ずるよう

にすることが必要である。
(ロ)対策
産業医の職務の中で、基本的な職務としては、「健康

診断の事後指導」、「職場巡視」ド「衛生委員会のへの関
与ム「衛生管理者等の事業場の衛生担当者との逮携

協力」等があげられる。
以上のような職務のほかに、産業医は、事業場にお

ける産業保燈活動の指導者として、特に次に掲げる職
務を行うことが必要であり、そのための権限を有する

必要がある。
なお、地域産業保健センターに登録し、産業保徳活

動を行う医師に対しても、事業者から産業医に準じた
職務及び権限が与えられることが必要である。

① 安全衛生に潤す吾情報の把握
産業医は、労働災害、職業性疾病、有害業務等、

事業場の安全衛生に関する情報を把握し、これに基
づいて健軍管理等を行うことが必要である。

このため、産業医がその権限に基づき、事業者、

産業保健スタッフ等の関係者に必要な情報の提供を
求めることができる仕組みも検討すべきである。
②事業者等に対す吾適切な助言勧告

産業医は、労働者の健康管理に係る事項について

医学に関する専門的知識に基づき、事業者等に対し
て適切な助言・勧告を行うこととなっている。この
助言・勧告の仕組みが十分に機能するための有効な

方策についても検討すべきである。
③健康管理活動の企画立案への関与
産業医は、健康診断に関する企画・立案に参画す

るなど、事業場における健康管理活動に積極的に関
寺することが必要である。健康診断を検診機関等に
委託して実施する場合においても、産業医が必要な

助言・勧告を行うことが適当である。
④安全衛生活動への関与
産業医は、安全衛生管理計画の策定等、事業場に

おける安全衛生活動に、医学的観点から積極的に係

ることが必要である。
⑤ 活動記録の作成及び保管
事業場において長期にわたって産業保健活動を推

進していくためには、過去の指導内容等を把握して
おくことが必要である。このため 産業医は、職場

巡視、健康診断の事後指導等の産業保健活動に関す
る記録を作成し、一定の期間保管すべきである。

ハ産業医の讃賓の確保向よ

(イ)現状と課題
産業医は、職業性疾病の防止に関する知識・技能は

もとより、広く労働者の健康の保持増進、作業関連疾
恵等に関する深い知識・技能が必要であり、これらの
知識・技能を有する質の高い産業医の育Jit,確保が望

まれる。
このため、産業医は、一定の資質を有していること

が求められる。なお、地域産業保健センターに登録し、
産業保健活動を行う医師についても、産業医と同様の

資質を有していることが求められる。
(口)対策

① 産業医とレての資質の確保

新たに産業医として活動しようとする医師は、産
業医に求められる産業保健サービスを十分に提供す

るため、積極的に研修を受け、一定の資質を有して
いることが必要である。
② 産業医の資質の向上
既に産業涯として活動している医師は、医師会等

で行われている研修、地域の講習会等を通じ、資質

の向上を図ることが望まれる。
これらの研修・実習等を体系的に実施するため、

現在行われている研修を充実するとともに、研修セ
ンタ一等の施設面の整備についても検討することが

望ましい。
③事業者の責務
事業者は、産業医に対し、必要な研修を受ける機

会を与えるよう努める必要がある。

(3 )産課医以外の産擦係纏スヲッフとその役割
産業医以外の産業保健スタッフについては、事業場

における産業保健サービスの充実のために、積極的な
活用を図るとともに、制度、資質及びその業務を明確

にすることが必要である。
また、産業保健スタッフは、産業医と同様に、資質

の向上が求められており、研修センターの設置等、そ

の資賓の向上のための体制整備が必要となっている。
個々の産業保健スタッフについての現状、課題及び

対策は次のとおりである。

イ 歯科医師、歯科衛生士

現状では、歯科医師は、酸取扱い職場等での健康障
害防止に従事しているが、この職務の位置付けを明確
化するとともに、労働者の健康管理の目的から、事業
場におけるロ控保健への歯科医師の関与が望まれる。
(イ)歯科医師の位置付けの明確化

酸取扱い職場等における健康障害防止のための歯科
検静の実施及び事後指導に係る歯科医師の職務とその
位置付けを明確にする必要がある。
｛口)酸取扱い聴場等におけ吾健慶障寄防止の穂底
酸取扱い職場等における歯科検診を徹底し、健康障

害を防止する。
(ハ)口腔保健の充実

健康づくりとしての口腔保健在推進する。このため、

歯科医師の積極的関与を図るとともに、歯科衛生士の
活用を図る。

成人病対策としての歯科傭周疾恵)の節目検診を推
進する。

口保健婦、看護婦

事業場等において保健指導等に従事する保健婦、看
護婦が存在するが、一人一人の労働者に対して健康指
導を行っていくためには、産業医はもとより、事業場
の規濃等に応じて、これらの保健婦等を活用すること
が求められる。
［イ)保健婦等の活用

産業保錘分野において、健康診断の事後指本官訟
における保健指導等で保健婦等を積極的に活用する。
(口)衛生管理者資格の取得

保健婦、看護婦等が衛生管理者の資格を取得するこ
とにより、これらの者が、衛生、保健の両面に係る知
識・技能を有する衛生管理者として、産業保健封舌勤に
関与することが望まれる。

ハ衛生管理者、安全衛生推進者及び衛生推進者

衛生管理者等は、事業場における日常の労働衛生に
係る技術的事項を管理するものであるが、更に産業保

健に係る企画調整役(コーデイネーター)としての積極
的な活動が求められる。
(イ)笥生管理者等の活動

衛生管理者等は、定期的な職場巡視のほか、衛生委

員会活動の推進、安全衛生管理計画等への関与、産業
医等の産業保健スタッフとの連絡調整等の業務を通
じ、健康管理、作業環境管理等の産業保健に係る企画
調整役として積極的に活動する必要がある。
(ロ)地域産業保健センヲ一等との連携

安全帯生推進者及び衛生推進者は、地域産業保健セ
ンタ一等と連携して、事業場における産業保健の推進
を図ることが必要である。

ニ 労働衛生コンサJレヲント
(イ)労働衛生コンサJレヲントの活用

産業保健活動及び櫨康管理体制に関する助言を得る
ことなどにより、企業外における労働衛生の専門家と
しての労歯衛生コンサルタントの積極的な活用を図る
ことが有用である。

ホ相談員

(イ)相談員の活用

事業場に必要に応じ労働者のプライバシーに配慮し
た相談室を設け、ストレス等のメンタルヘルスに関す
る健康問題の相談に応じるスタッフとして、医師のほ
か必要な資質を備えた相談買を配置いその活用を図
ることが望ましい。

へその他の産業保健スヲッフ

(イ)その他の産業保健スヲッフの活用

事業場により、作業環境測定士、衛生工学衛生管理

者、 τ H I次タッフ、人毘工学の専門家等のスタップを
配援するなどして、健康管理、職場環境の改善等を図
ることが望ましい。

ト 産業保憧スヲッフの確保と資質の向上
(イ)産業保慢スヲッ 7の確保

国及び慣係団体は、産業保健サービスを提供する産
業保健スタッフの確保を図るため、研修を行うなど、
所要の措置を講ずる必要がある。

(口)産業保健スヲッフの資質の向よ

圏、関係団や私事業者等は、産業探鍵の現状に応じ

た研修・講習等を行い、産業保健スタッフの資質の向
上を図る必要がある。

産業保健スタッフは、積極的に研修・講習等を受け、
自らの資質の向上に努めることが望ましい。

(4 )塵禦保健センヲ一等の活用
イ現状と課題
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事業場における健康診断等の産業保健サービスは、 

医療機関、労働衛生機関、検診機関等により広く実施
されているが、小規摸事業場等においては依然として

実施に不備が見られるところもある。
また、産業医の選任の項で述べたように、労働者の

過半数は、産業医の選任義務のない、常時雇用する労
働者が白人未満の事業場に所属している。これらの事
業場においては、産業保健活動に産業医が関与してい
ないなどによって、必ずしも必要な産業保鍵サービス

が提供されているとは言えない。
しかし、本来、産業医を選任していない事業場にお

いても必要な産業保憶サービスが提供されるべきであ

る。
このため 産業保健センター等の活用を図り、すべ

ての労働者に必要な産業保健サービスを提供できる体

制を整備する必要がある。
口河策
(イ)地域産業保健センヲーの活用
地域産業保健センターは、産業医の選任を要しない

規模の事業場を対象として、健康相談、個別訪問指導
等の産業保健サービスを提供する機関であるが、さら
に健康診漸の事後指本職場巡視等の産業保健サービ
スを提供することを検討すべきである。すべての労働
者に対して産業保鐘サービスを提供するため、菌は、

早急に地域産業保健センヲーの事業内容の充実及び体
制の整備を図る必要がある。併せて、各々の事業場が、

地域産業保健センターを有効に活用できるような方策

を講ずべきである。
地域産業保健センターは、医療機関、労働時智生機関、

検診機関等との連携により、産業保健サービスを提供

することも考えられる。また、このために必要な資質
を備えた機関の育成を図る必要がある。

(口)都道府県産業保健推進センヲ一等の活用
産業医等は、都道府県産業保健推進センター等を利

用し、産業保健の最新の知見・技能を習得するなどに
よ払産業保健の効果的な推進を図る必要がある。

国及び関係団体は、産業医、地域産業保健センタ一
等の活動を支援する都道府県産業保健推進センターの
設置を早急に進めるなど、産業保健活動の基盤整備を

図るべきである。
(ハ)地域における産業保健推進体制の整備

先に述べた地域保健・地域医療との連携のあり方を
含め、地域における産業保衛舌動を推進するため、地
域の実情に応じて関係者の意見を求め検討する体制を

整備することが望ましい。

また、産業保健活動の推進に当たっては、地域の関
係機闘が連携・協力して事業在行える体制を整備して

いくことが必要である。
なお、労働衛生指導医、労災防止指導員等の関係者

の活用についても検討していく必要がある。

(5 )事難場におけ吾産重量保櫨活動推進体制の充翼

イ現状と課題
現状においては、事業場における産業保健活動が、

組織的に、かつ十分に行われていない場合があること
から、総括安全衛生管理者、衛生管理者等を中心とし
て、事業場における産業保健推進体制の充実在図る必

要がある。その際、衛生委員会等を通じた労使の自主

的な取組みが求められる。
口封擁

(イ)産業保健スヲッフの連携の強化
産業保健ス夕、yフが相互に連携し、事業場における

健康管理、環境管理等に積極的に取り組むことが必要

である。
(ロ)衛生委員会の活性化
衛生委員会を定期的に開催し、健康保持増進に係る

計画の策定、環境の整備等、産業保健に関する事項を
積極的に取りよげるなど、その活性化を図ることが必

要である。
事業者及び労働者は、衛生委員会に積極的に関与し、

事業場における産業保健の推進に努めることが望まし

い。
衛生委員会が産業保健の推進に果たす役割の重要性

にかんがみ、現在その設置が義務付けられていない白
人未満の事業場においても、 30.人以上の事業場におい

てはこれを設置すること、また、その他の事業場にお
いてもできる限りこれを設置し、設置ができない場合
においても、これに代わり関係労働者の意見を聞くた

めの機会を活用し、産業保健に関する事項を協議する

ように努めるべきである。
国は、衛生委員会の活性化のために必要な事項につ

いて検討を行う必要がある。

(自)プライバシーの保密に配慮レた体制の盤備

イ現状と課題
健康情報は労働者の個人情報であり、事業場におい

てもその保管・管理を徹底する必要がある。例えば、
事業場内の産業保鐘ス夕、0/7以外の者が労働者偶人の

健康情報を入手し、利用し得るような状態には問題が

ある。

また、事業場においてHlV惑染者、障害者等に対す
る差別的取扱いを起こさないためにも、健康情報の保
管・管理は、今後ますます重要となると考えられる。
口対策

(イ)健康情報の管理
事業場における労働者の健康情報については、その

言放量の保管・管理の場所在確保する。また、その情報
は、産業医等の産業保健スタッフが管理することによ
りプライパシーの保護を図る必要がある。

また、健康情報の自己管理の方法としてカードシス
テム等を導入する場合には、プライパシーの保護に十
分に配慮する必要がある。
(口)事業場におけ吾椙談窓口の設置

事業場内にプライパシーに配慮した相談窓口を設置
することにより、労働者に対する健康相談を行う体制
を整備することが望ましい。

事業場における対応が困難な場合には、地域産業保
健センター、医療機調等と連携し、相談できる体制を

整備することが望ましい。

おわりに

本検討委員会は、平成昨2月から平成芹2月まで、
聞の検討を重ね、更に産業医制度検討部会及び産業保
健推進体制検討部会を設置して専門的事項について検
討を行い、本報告を取りまとめた。
本報告は、労働者が健康の保持増進を図り、その活

力を維持するために、これを支援する産業保健サービ
スの内容及びその提供体制について取りまとめたもの
である。

本報告に述べられたこれからの産業保健のあるべき
姿を実現するため、国は必斐な財溜を確保し、速やか

な体制整備を図る必要がある。また、事業者、労働者、
産業保健スタヅフ等は各々の役割を果たすことによ
り、事業場における産業保健活動が更に推進され労
働者の健康の保持増進が図られることを期待するもの
である。

なお、本報告は、現在の我が国の産業課鍵の現状を

踏まえて、来たるべき21世犯に向けて、早急に取り組
むべきと考えられる事項を「求められる産業保健のあ

り方」としてまとめたものである。
今後の産業構造や疾病構造の変化等の労働者を取り

巻く環境の変イじに対応して、その時々に求められる産

業保健のあり方は変化するものであるが、更に望まし
い産業保健のあり方を含め、より良いものとするため
には、関係者の不断の努力が必要である。

このため、今後も、必要に応じて産業保健のあり方
に関する検討が行われることにより、産業保健の一層
の推進が図られることを望むものである。

これか告の産聖書保健のあり方に闘す吾検討委員会
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委員朝枝哲也((財)京都工場保健会健康増進部

長)
宇野義知(富山県医師会副会長)

国藤吟史伏阪市立大学医学部教授)

中桐伸五(自治労安全衛生対策室顧問医師)
堀紅正知(日本鋼管側京浜保健センター主任

医師)

産業保健推進体制検討部会

座長高田 島(中央労働災害防止協会労働衛生検

査センター所長)
委員菊池 昭伸光工業側安全鐘康室長)

内藤 穆(日本医師会産業保健委員会委員)
藤田雄三(日本歯科医師会産業保健委員会副

委員長)

前田和子(武蔵丘短期大学教授)
和田 攻僚京大学医学部教授) 囲
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調寵
日本産業簡生学会縄環器摸曹、の
作業関連璽田鞭討霊童轟金の謹書

日本産業衛生学会では、 1鉛拝に「循環器疾患の

作業関連要因検討委員会」は畑鉄之丞委員長)を設

置し、わが国の労働実態を踏まえた高血圧や脳・心

臓疾患等の循環器民患の職場での予防対策につい

て検討を進めてきたが、このたびその報告「職場の

循環器疾患とその対策」がまとめられ、 4月に名古

屋で開催された向学会で公表された。

この報告は、積からなりA揃1∞頁ほどの部厚

なものだが、第百章で「職場の循環器疾患予防」及

び「労働災害(公務災害滞償の改善」についての提

言を行っている。今回、この「第樟提言労働関

連性を考慮した循環器疾患の予防」及び冒頭の「委

員会設立の目的と活動経過」を紹介する綴告書全

文については近く出版が予定されている)。

予防対策として、労働関連性を考慮した「職場対

策」と「健康づくり」を提唱。前者では、長時間労

働の制限、夜勤労働の改善制限、「労働者の参加J

「作業の自律性J r作業計画・作業遂行の弾力性」を

キーワードとした仕事のストレス緩和対策を。後者

では、「早期発見・早期治療型の獄予防から健康増

進型の 1次予防への転換」が必要と指摘して、その

ための労働者支援プログラムを提言している。

労働省でも、昨計画で進めてきた「高血圧症、

虚血性j乙焼患、脳血管民意等作業関連疾患の予防の

ための健康管理マニュアル」を闇拝度中に作成す

ることとしており、その内容も注目される。

いずれにしろ、補償問題だけに傾きがちであった

わが国での過労死脳心峨疾患問題に、あらため

て予防の観点から焦点をあて、職場での 阿週
取り組みが促進されること古ヨ期待される。臥iム過

1IIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIilllllllllllllllllll1IIIIIilllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll  l
本委員会設立の自的と活動経過

本委員会は、高血圧や虚血性心底堅などの循環器

民患の職場での予防対策在、わが国の労働実態をふ

まえて提言することを目的に、日本産業衛生学会員

gg:名の有志が同学会理事会に委員会設立の要望書

を提出、理事会は19 >畔4月の学会総会に提案し承

認された。

本委員会では、わが国は労働力人口の高齢化のな

かで成人病予防を含めた積様的な労働者の健康保

護をすすめる必要に迫られていること、 WHOや
IWなどが労働者の健康障害を広く予防する観点

からw o r k-rela包dclisea皿sの概念を提唱、高血

圧や虚血性心疾患など循環器疾患の予防でも、そう

日本産護衛生学会

循環器疲患の作業関連要因檎討委員会委員

上畑鉄之丞(国立公察衛生院疫学部、委員長)

斉藤和接(北海道大学医学部衛生学教室)
高倉圏之(北海道大学医学部衛生学教室)

広瀦俊雄(仙台錦町診療所産禁医学検診センター)
岩根久夫(東京医科大学衛生公紫衛生学教室)
加藤紀久(NTT関東鍵庫管理センヲー)
阿部真雄(東海大学体育学部、事務局)

中桐悼五(自治労安全衛生対策室)
柴田茂男(女子栄整大学)

前原直樹(労働科学研究所‘事務局)
石崎昌夫(金沢医科大学筒生学教室)
底部 真(域北病院)
小森義隆［大同病院産業医学研究所)
井苔 舘(名古置市立大学医宇都筒生学教室)
田尻俊郎(淀温社会医学研究所］
護部蝿也(溜賀痘科大学予防医学教室)

吉中丈志(上京病院)
山根洋右［島根医科大学保健学教室)
大原啓志(高知医科大学公索衛生学教室)
回代寛章聖(九州健康総合センター)

した国際的共通認識をふまえた対応の必要がある

こと、さらに、わが国の労働時間が先進工業国では

著しく長く、それに関連した労働者の脳血管疾患や

心民患が「過労死」の労災補償として社会問題にな

っていること、などを考慮し、討議をおこなった。

そのため、本委員会では、圏内外¢循環器疾患の

労働関連性に関する文献、資料とともに、委員会の

独自調査による資料も加えたうえで、これらの諸問

題に関する現在の到達点、を紹介するとともに、予防

及び労災補償に関する提言をおこなった。

本報告での職場の循環器疾患に関する提言は、職

場や地域で労働者の健康管理に従事している保健

医療関係者はもちろん、企業や労働組合、関連行政

など様々な立場で、労働者の権利や健康保護のため

に活躍する人たちに活用されることを期待してい

る。

委員会の討種経過

第1回委員会:1910畔7月24日曲摺立公衆衛生院)

委員長及び事務局を選任、今後の検討作業の概

括的討議をおこなった。

第2回委員会:1鍛奔10月 3日暗号国立公衆衛生院)

① 「循環器疾患の作業関連要因をめ寸る今日の状

況」を上畑委員が報告。

②検討課題として、「近年の労働者の循環器疾患

の動向」、「循環器疾患の発症、増悪と作業関連要

因¢研究の到達点、と課題」、「職場の循環器疾号対

策」、「循環器疾患の業務上外認定」が提案された。

また、作業のためのワーキンググループaとして、

文献収集・検討、事例収集、労災判例・裁決事例

収集の3小委員会を設置することになった。

第3回委員会 19 >昨12月5日倹大阪市立労働会館)

① 「日本の循環器疾号、の最近の動向」を点阪公衛

研小町喜男所長が講演。

② リンツの「作業関連民意図際会議」概要を、斉

藤、中桐、服部望書員同支報告。

③事例収集小委員会作成の循環器疾患発症者調

査察が提案された。

④各委員から提供された文献・資料の収集状況

カ報告された。

第4回委員会:19お年2月6日曲全国立公衆衛生院)

①「全産研の登録資料からみた循環器疾患の死

亡、発症の動向」を柴田委員が報告。

② 「職場の循環器疾患管理の現朕」を田代、加藤

両委員カ報告。

③文献検討小委員会から文献の検討方法と分担

の提案。

④労災判例・裁決収集4、委員会から作業のすす

め方の提案。

産業衛生学会(横浜)時自由集会 19 >畔5月6日

① 「告書夜勤務者と循環器疾患」を広瀬委員力向報告。

② 「運転労働と循瑞普疾患」を前原委員が報告。

第5回委員会・19鉛年5月22日倹国立公衆衛生院)
①「循環器疾患の労災(公災獄定にかかわる諸問

題」を田尻、中桐両委員古報告。

第6回委員会 19お年8月2 1日倹国立公衆衛生院)
①文献検討小委員会から、有害物質、運転労働、

夜勤労働と循環器疾患の関連文献を報告。

②労災判例・裁決事例収集小委員会から法曹関

係者に依頼した業務係務比外決定書、裁決書が

約7明収集された報告。

第7回委員会:19お年11月20日暗号国立公衆衛生院)

①文献検討小委員会から、突然死、循環器疾患の

リスクファクターの疫学、職業ストレス、静的筋
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労作と循環器疾患などの関連文献を報告。

②労災判例・裁決事例収集小委員会から、裁決書

及び決定番を検討した中間報告。
③ 最終報告書の骨組みを言持華。その結果、委員会

活動の1年間延長在理事会に要請。

第8回委員会:四4$2月26日倹国立公衆衛生院)

①文献撫す小委員会から、身体活動、行動バター

ン、ストレスと循環器疾号、の関連文献、臨床分野

の関連学会報告古宮紹介された。
②労災判例・裁決事例収集小委員会から事例の

まとめの最終報告。
③事例収集小委員会から中間報告がおこなわれ

?と。
④最終報告書の骨格を討議。執筆の分担を事務局

に一任。
産業衛生学会(岡山)時自由集会 :19例年3月28日

委員会の討議錨晶を委員長から報告。会員から

の意見聴取と、会員外から藤原弁護士併戸市)か

ら要望発言を受けた。
第9回委員会:1～抱呼7月9日曲全国立公衆衛生院)
①事例目立集小委員会の最終報告がされた。

②報告書の撫す、討議が開始された。

第1咽委員会:t悌呼12月1 0日倹国立公衆衛生院)

①事務局で整理された報告案が討議された。

第 11回委員会:H獄奔1月30日曲全国立公衆衛生院)

①事務局提案の最終報告案を討議し大略承認し

tt。 
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提言一労働関連性を考慮した

循環器疾患の予防

たらす危険も大きい。
ただ、こうした健康障害は、決して不可避ではな

く、多くが職場の適切な保健対策によって予防可能

である。事業主は、企業の健全な発展と生産性向上

政策のひとつとして、労働者の積極的な提案と参加

を前提に、こうした健康障害を予防する健康づくり

計画を立て、必要な費用を支出すべきである。また、

事業主は、時欄労働や深夜労働で労働者の健康が

障害されていることが明らかになった場合は、労働

者の健康保護体制を早急におこなうとともに、そう

した労働をおこなわせなければならない理由と軽

減計画を公表すべきである。
労働者の健康づくりは、個別企業の事業としてだ

けでなく、わ由癌のすべての労働者を対象に、それ

ぞれの産業や地域の特徴をふまえた国全体の事業

として実施すべきである。また、これらの健康づく

りに専門的知識や技術を提供する産業医、産業保健

婦、看護婦などはもちろん、労働者が日常利用する

地域の医療機閣の担当者も、労働者の健康障害の多

くがなんらかの労働関連性を有していることを、絶

えず倉原において診療することが求められる。

循環器疾患を恥むに、職場の健康づくりの具体的

対策を以下に提案する。

1 労働関連性を考慮した職場対策

(1 ) 畏時間労働の制限
循環器疾患などの健康障害の進展、悪化に関連す

ることを理由に、長時間労働は、以下のように制限

輔の僻器疾問

②|

すべきである。

① 月正時間以上の残業、週任時間以上にわたる長

時間労働は原則として禁止する。

②上記の措置は、管理職など労働時間の正確な記

録が残っていない場合も適用する。いわゆるサー

ビス残業や持ち帰り残業など記録に残らない残

急活な労働者人口の高齢化は、好むと好まざるに

かかわらず、種々の成人病をもっ労働者を増加させ

る。とくに、高血圧や心疾患鑑血性心疾患及び不

整脈、耐糖機能異常、高脂血症などの身体リスク

を有する労働者の場合は、放置することによって、

脳血管痴患や急性心筋梗塞、心臨突然死など重篤な

障害を生じ、長時間労働や深夜勤労働などの身体的

な負担や心理社会ストレスが関与する過労死をも

業はおこなわせない。
③ 長時間労働力咋静占で、運転による緊張が大きい

パス、ハイ・タク、長E鴎Eトラックなど路面お重

労働者の長時間労働を原則として禁止する。

④救急、警察、保安などの業務、寒冷、暑熱、騒

音ぱく露、高所作業などに従事する労働者の時間

外労働を原則として禁止する。やむをえない理由

で、これらの業務をおこなう場合は、代替え休日

や時閣を保証する。

⑤所定休日に労働をおこなう場合は、必ず代休を

確保する。休日の買い上げ行為を禁止する。

⑥よ記の長時間労働対策は、労働基準法、労働安

全衛生法など関連法規の改正により、事業主の責

務として規定する。法改正が実施されるまでは、

行政通達などにより事業主の努力をうながし、身

体リスクのとくに大きい労働者は、原則禁止する

よう指導する。

⑦長時間労働対策にともなう法改正は、労働者の

賃金条件を低下させないことを前提に実施する。

また、各事業所や企業での労使交渉では、身体リ

スクの大きい労働者に不利益をもたらさないよ

うあらかじめ協議し、実施する。

(2 )夜勤労働の改欝及び制限

循瑞苦疾患の進展、悪化に関連することを理由

に、夜勤、とくに深夜時間帯(包持以降、翌朝時ま

での時間帯)の勤務は、以下のように改善及び制限

すべきである。

①夜勤交代制をとる事業所、または深夜時間帯の

勤務のある事業場は、疲労回復や休養を目的とし

た職場内施設を必ず浸けるとともに、深夜帯の日

時苛勤務につきおおむね舗間以よの適切な倒毘

時間を保証する。

②徹夜勤務を常態とする就労形態をとる事業場
l立、勤務明けの日の就労を原則禁止する。また、

おおむね徹夜の瞬間就労を2勤務と計算するな

ど、就労日数を軽減する。

③深夜時間帯の就労は、やむを得ない場合でも、

連続3夜を限度とする。

④夜勤時の1人勤務は避け、複数勤務とする。

⑤ 徹夜勤務、連夜の深夜勤務、 1人夜勤の制限は、

身体リスクの高い労働者では厳しく適用する。

⑥徹夜勤務、逮夜の深夜勤務、 1人夜勤は、降圧

剤やインスリンなどの薬剤投与を受けているな

ど服薬管理に注意が必要な労働者、及び脳血管疾

患、心筋梗塞や狭心症、その他重篤な威容の既往

を有する労働者では禁止する。

上記の夜勤労働の改善及び制限は、労働基準

法、労働安全衛生法など間違法規の改正により、

事業主の責務として規定する。法改正が実施され

るまでは、行政通達などにより事業主の実施努力

をうながす。また、これらの改善及び制限は、労

働者の賃金条件を低下させないことを前提にし、

長時間労働対策と同様、事嘆き所や企業での労使交

渉では、身体リスクの大きい労髄者に不利益をも

たらさないようあらかじめ協議し、実施する。

(3 )仕事のストレス纏和対欝

様々な職場の諸条件に起因する心,1301社会要因も、

循環器疾患の進展や悪化に関連している。そのた

め、労働者の参加、作業の自律性、及び作業計画・

作業遂行の弾力性を重視した仕事のストレス緩和
対策が考E聾されるべきである。

①生産や販売計画の策定では、当該労働者がその
意思決定に参加できるよう配慮する。

②生産や販7'eM置の実施では、仕事要求の大きさ

に対応した、職場の支援体制(サポート機能)に配

慮する。また、一部の労働者に負担が課題に偏っ

たり、仕事の役割や境界古宮不明確にならないよう

配慮する。

③生産や販売の調整だけでなく、健康づくりや仕

事の満足感を高める目的での労働時間の弾力化

をすすめる。

④単身赴任や海外出張などの勤務、昇進・昇格な

どにより仕事責任が拡大する勤務、業務内容の変

更などで業務範囲が拡大、急増する勤務、出張割

合が高い業務に従事する労働者では、健康保持や

ストレス対処を支援するための研修機会を設け
る。

⑤本人、家族、同僚、友人を関わず、仕事や生活

上の困難、健康との不安などの相談希望がある場

合、迅速に対応できる体制及び場所在設ける。こ

れらの相談体制は、産業医、産業保健婦・看護婦

などの企業内スタッフだけでなく、地域産業保健

センターや医療機関でも、雇用企業に対して予防

的勧告がおこなえるようにする。

⑥上記の諸対策は、それぞれの企業や事業場の安

全衛生委員会で具体的計画を立案し、事業主の責
任で実施する。

⑦上記の諸対策を、中小零細企業の労働者や自

営業者などを対象に実施する場合は、地域産業保

健センターの運営機構に中小零細企業、自営業の

諸国体や地域の労働組合の代表を加え、それぞれ

の地域に応じた自主的計画をたて、実施する。
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2 労働関連性を考慮した健康づくり

(1)健廠づくりのための労働者支援プログラムの

展潤
職場の循瑞苦疾患予防では、早期発見・早期治療

型の二次予防から、健康増進型の一次予防への転換

が必要である。また、種々の作業要因が循環器疾患

の発症や進展に関与していることを考慮し、個人へ

のアプローチによる生活習慣改善だけでなく、労働

条件や労働環境の改善を含めた包括的な予防活動

として展開されるべきである。こうした活動では、

官溜U門て'でeおこなわれている運動指導

ある職湯の喫煙対策などを積極的に活用したり、そ

うした活動を含め、生活習慣の改善などを希望する

労働者の健康づくりを支援プログラム ιL下プログ

ラムとする)を昔計f函し、実施することが必要である。

なによりも、こうした活動では、労働者自身や労

働組合が、それぞれの職場での労働関連性を考慮し

た健康づくりを計画し、自主的に健康サークルをつ

くり、実践することが重要である。事業主は、こう

した計画に、財政的、時間的援助をおしまず、産業

医や産業保健婦・看護婦は、積極的に技術的支援を

与え、発展させることが重要である。

職場の健康づくりをすすめるためのプログラム

の原則を以下に示す。

①プログラムの計画は、産業医、産業保健婦ー看

欝昔など保健担当者だけで立案せず、安全衛生委

員会で討議し、計画し、決定する。

②プログラムの計画には、内容や目標、実施方法

や評価方法が、参加者に理解できる表現で明記さ

れるべきである。また、費用便益が検討されるこ

とが望ましい。

③プログラムの実施にあたって、労働者の強制参

加を避け、自主参加とする。

④事業主は、プログラムに参加する労働者の時間

保証とともに、参加により、賃金上及び仕事上の

不利益が生じないことを保証する。

⑤企業の健康保健組合や業種ごとの健康保健露呈

合は、プログラム実施のための費用を支援する。

また、状況に応じて拡醐曜助をおこなう。

⑥ 中小企業、零細企業及び自営業などの労働者を

対象にしたプログラムを実施する場合は、地域産

業保健センターとともに、市町村保健センターや

政令市・特別区保健所の援助と積極的活用を図

る。

(2 )労働者支撮プログラムの内容

労働者の健康づくり支援プログラムには、職場や

職種の特徴をふまえた多様なメニューが想定でき

る。また、その内容では、民患の理解やリスクの知

識だけでなく、行動変容のための気づきゃ体験学習

を含んだ実践が重要である。

職種や労働態様の特徴をふまえた優先されるべ

きプログラムの一部を以下に例示する。

①運転労働や監視労働など、座業中心で、神経緊

張が大きしとくに身併吉動量が少ない職場で

は、適度な運動実施を動機づける支援プログラム

が鐸洗される。

②電話応対や接客が多い業務や運転労働などで

は喫煙者の害jモ?が高い。また、女性労働者など非

喫煙者の割合が清い職場では喫煙の要求が高い。

こうした職場では、分煙、禁煙のための支援プロ

グラムカ司憂先される。

③ 夜勤交代勤務者や深夜勤従事者は、夜勤明けの

臨民のために餅置するものが多い。このような職

場では、休養ゆとり方や飲酒プログラムが優先さ

れるロ

④ 単身赴任者などが多い職場、出張が多い職場で

は、食習慣が単調で不規則になりやすい。こうし

た職場では、餅酋習慣を含めた食・栄養プログラ

ムが優先される。

⑤ 中間管理職などの場合は職場のストレスはと

くに大きい。そのため、リラクセーションのため

のプログラムやりスナー教育が優先される。

⑥ ハイリスク者を対象にしたプログラムでは、過

労を招きやすい仕事のスタイルに対する気づき

や改善、生活習慣の見直しによりリスク改善が期

待できる休養滞在型プログラムが優先される。

(3 )健底診断での問診の充実

定期健康診断では、労働者の労働状態と生活習

慣、疲労・過労w態を把握できる質問醐査をおこ

ない、問診で確認する。また、受診した労働者に、

検査瀦築と同様、職場環境や労働条件の問題点、生

活習慣や疲労抗態などのリスクなど改善すべき内

容が表示されるよう工夫されていることが望まし

い。問診内陸軍は、企業や事業場ごとに工夫するが、

以下の項目を参考に示す。

①労働状態:残業を含む週労働時間、遥勤時間、

深夜勤務、休日勤務、出張の有無、職昔話j上の地位

及び具体的作業内容理事冷、高温、温度較差、高昼、

騒音、重量物、高層、地下、運転、営業販売等)

②生活習慣:喫煙、鈴百徴度及び1回飲酒量L食

事側食、夜食、間食、偏食、早食いなどの有無、味

付けの好みなどト運動習慣領度及び内容、身体
活動量など)

③疲労・過労状態睡眠鐸眠時間及び睡眠障

害)、へばりゃ心身消耗感、仕事満足感の喪失、

燃え尽き徴候、仕事の過剰劃芭など

④なお、身体リスクの大きい労働者では、通院や

服薬の状況を必ず把握する。また、疲労・過労状

態の問診では、前駆症状としての強い疲弊感や強

い睡眠障害や不眠を有する者に注意する。また、

脳血管障害の重要徴候である強い頭痛、しびれ、

視力障害などの訴え、心筋梗塞や狭心濯の代表的

症状の胸部や心窟部痛、胸部拘ゃく感や心惇先進

などがある場合は、たとえ軽い症状でも、休養や

医療機関受診を指示する。

⑤ なお、これらの問診は、医療機関の日常診療で

も当然重視すべきであり、それにかかわる費用

は、法定健康診断の場合は事業主が、日常診療の

場合は健康保険で、指導料として支払われるべき

であるロ

( 4 )健康診断の頻度と検査項目の充実

① 「労働衛生上有害な業務」である深夜勤務従事

者に加えて、運転業務従事者、危険業務従事者、

管理的業務従事者、及て現業や出張業務の多い者

は、年掴の定期健康診断実施が望ましい。

② 3副議及び4厳以上を対象に実施されている検

査項目のうち、血清脂質、肝機能検査及び心篭図

検査は全従業員を対象に、 2城、ま歳の節目及び

ま首長以上に実施する。

③ 3議以上では、血糖(鵡閲値、また空腹時)及

びグリコヘモグロビン但凶Jc)またはフルクトサ
ミンなどの検査、 HD L-~レスチロール検査を加

える。

④深夜勤務従事者などの健康診断では、異常を疑

われる労働者を対象に、241!寺関心電計、担時間血

圧計などにより、作業時の心血管系の動態を把握

し、就労時の安全を確認する。

⑤循環器疾患の労働関連性が報告されている化

学物質に長期暴露した労働者は、それぞれの知見

の程度によって特殊健康診断を実施する。このう

ち、二硫化炭素に長期暴露した労働者は、健康手
帳にもとずく退璃機健康診断を実施する。

⑥やむをえない理由で定期健康診断を受診でき

なかった労働者や、指定検診機関外で検診を受け

た労働者についても、事業主は、指定機関と同額

費用を負担し、確実に健康状態を妃渥する。

労働災害(公鰭災害)補償の
改善に腐す器提書

脳血管疾患や虚血性Iむ民患等の業務上外の現行

の認定基準は、発症直前もしくは発症正直閣内の「過

重負荷」を原則とした「災害主義」にもとづいてお

り、慢性疲労蓄積や過労、様今な精神ストレスが要

因のひとつとして関与する循環器疾患のような認

定基準として妥当性を欠く場合が多いことが本委

員会の検討で明らかになった。また、実際の認定審

査の過程では、申言語側が、業務上であることの立

証責任を実質的に課せられている場合も多く、使用

者の協力がない場合は、労災申請すら断念すること

も多い。また、申請しても、審査決定までの期闘が

長く、不服審査や再審査の請求では、更に、長期間

の待機を要求される。

このように現在¢循環器疾患の労災認定は、認定

基準の内容及び運用の両面で、「公平」と「迅速」

の原町での改善を要する点が多い。以下の具体的改

善が必要である。

""'!I''''''O] JLI''''"''''''''''''''''''II'''''''''I ,,,,,,,,,,,,,,,,, 'LI'''''''''' ,JI ,,,,,,,,,",,,,,,,,,,】"【"
1 衝環器疾患の認定基準の見直しと改善

①発症直前の「過重負荷」の存在のみを根拠とし

ている現行認定基準に加えて、長期間にわたって

継続する長時間労働や仕事のストレスによる疲

労蓄積や過労を誘因とした発症も業務上の根拠

とするよう認定基準を改善する。

②現行認定基準が、脳血管疾患や虚血性心協患等

の発症と「過重負荷」の時間的関連について、 Wf発
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症前五盟関以内に過重な業務が継続している場
合J は「関連性が認められる J~ とする部分は、

医学的知見に乏しいため削除する。

③高血圧など基礎疾患を有する患者のストレス

耐性が、正常者に比較して低いことなどの医学的

知見から、労働過重性の判断では、同性、同年代、

同職種の労働者との比較だけでなく、基礎疾患の

有無や程度を考慮するよう改善する。
'"'''''1'''''"''''"'''''''' ' "''''''I''IILIILI''''''I.IIIII'''''''''''''''" '

2 循環器疾患の業務上空ト認定基準の改善

脳血管疾患や虚血性tむ民患等の循環器疾患の発

症では、多要因が、複雑に関連しているため、認定

基準の機械的運用のみでは判断が困難な場合が多

く、処分機関簡の判断のバラツキを大きくするとと

もに、審査決定まて粛の期閣を長引かせる原因にもな

る。可能なかぎり、迅速で公正な審査をおこなうた

め、以下の改善が必要である。

①処分機関による業務上外判断のバラツキを少

なくするため、認定事例に関する具体的情報を一

元的に収集するとともに、どの処分機関でも、過

去の認定状況の情報が得られるように改善する

必要がある。このため、労災処分をおこなった事

案は、閲覧可能な此態で登録する体制を行政内に

確立する。登録内容には、氏名その他、個人が特

定できる情報を除吉、性、年齢、病名、基礎民患

などのほか、職種や労働時間、労働状態、業務上

外の理由の記録を含む。
② これらの情報は、新たな申請者や、労使、法嘗、

その他の関係者が、業務上外の認定業務の「公正」

及び「迅速性」を知るための重要な情報認である。

そのため、閲覧を希望した場合は、プライパシー

醸場の靖環器疾患とその対策目次

委員会設立の目的と活動経過
第1章労働者の健康、とくに循環器疾風について
1-1 労働態楼と労働負担、疲労の変化
H わが国の循環器疾患と危険要因の動向
1丑吐循環器民愚の動向
1-%l-1 脳血管疾患の動向
1剖苦心疾患の動向
1丑+8 就業者での宿環器死亡の動向

1岳丑 心不全、突然死の実態と問題点
1会召 循環器疾患死亡の職種及び地域での集積性

に配慮しつつ公闘を原則にする。

③ 現在の労働基準監督者での労災審査では、業務

上外の理由を示さずに決定だけを申請者に通知

している。労働基準監督署長は、業務J:?'!.にかか

わらず、審査段階で収集した資料の概要ととも

に、決定理由を文書に記して、申請者に通知する

よう改善する。

④労働基準監督署、労働保険審査官、及び労働保

険審査会のどの段階の決定でも、遅くとも防当月

以内に審査を終了するよう改善する。

⑤ 脳血管民患や護血性心慢話号、等の認定で、医学上

の判断を求める局医や相談医を選任する場合は、

労働衛生学や産業医学の学識、経験を必須賭する

よう改善する。

⑥局医または相談医の選任では、労働者団体及び

使用者団体の合意を前提とし、選任氏名は公表す

るD

⑦脳血管疾患や虚血性心疾患等の業務上外の判

断では、かかりつけの主治医がある場合は、その

意見を尊重する。

③織場の健康管理や発症後の救護措置などで適

切な配慮を欠いたことが明らかな場合は、労災保

険の「無過失責任」論にとらわれず、業務上決定

の重要な判断資料とする。

労災補償制度では、作難聴院患にかかわる問題

だけでも、労災保険の予効適用の制度化や健康保険

制度との調整などの課題がある。また、労災制度の

運用でも、申請期間中の医療費や休業費の樹ムい制

度、不服審査などでの審査官の拒否制度などがあ

る。これらの課題は、日本産業衛生学会としても将

来検討吋ば向い。

1毛4 わが国の循環器疾患の危険要因の動向
1全-4-1 久山町研究の成績
1号法当 地域・職種を異にする各地集団の研究成

績
1合斗告 広島・長崎住民集団の成績
1告斗4 初当国共同研究の日本地区の成績

第埠循環器疾患と労働関連性
2-l 職場での循環器疾患をめ寸る問題
号召 労働関連性討の概念と定義
岳会丑 労働関連性と作業関連疾愚

E岳岳 作業関連疾患の構造パターン
E吾苦 労働関連性の判断方法

第3章労働関連性の文献的検討
担 物理的環境要因と循環反応
3-H 寒冷・暑熱ばく露の循環器系への影響
3-H-1 寒冷ばく露の循環器系への影響
3-H-- 2 暑熱ばく露の循環器系への影響

3-1--2 騒音ぱく露の循環器影響
討会4騒音ばく露が自律神経系・内分油系機能

に与える影響
討会召 騒音ばく露と血圧

3-1--3 援動ばく露の循環器影響
犯有害化学物質の循環器への影響
3-%i ー酸他炭素(∞)
き吾岳 二硫化炭素
S丑4 ニトログリコールなどの脂肪族ニトロ化合物
$号4 鉛、カドミウム、鋼、アンチモンなどの重金

属
3全吾 その他のイb学物質
5召筋労作と循環反応

き寺呈 筋労作の現状の概略と特徴
$岳召 動的筋労作による循環反応、
手寺告 静的筋労作による循環反応
3-4運転労働と循環器疾患
きをt自動車運転労働の特徴
きキ召 自動車運転労働と循環反応
3を召 自動車運転労働者と循環器疾患
3す吾司 パス運転手
きを吾丑 タクシー運転手
3-4-岳召 トラック童話転手

日夜勤・安代勤務と循環署帳患
き吾4 今日の夜勤労働と健康影響
き吾召夜勤・実替制勤務の循環揖影響

3-B 心理事士会ストレスと循環器疾恵
3昏t精神的ストレス締動ストレス)と循環反応
3昏宮 婿神的ストレスと血圧変化
3--6el 精神的ストレスと不整脈
き奇4 精神的ストレスと虚血性心疾患、突然死
き吾吾 心頃車社会ストレスと循環器疾轡
3--6-< i 行動パターンと循環器疾患

き干身体活動と循環器疾息
き干4 職業上の身体活動と循環器疾患
3-'1-- 2 余暇での身体活動と循環苦闘亮患
き干告 現代の労働者の身体活動の指標
第鐸職場の循環器疾愚予防

担労働関連性を考慮した職場の循環器疾患管理の
現状

金-H循環器疾患の労働関連性
金-H 職場の健康管理、とくに循環器疾患予防の現

状

記号職場の健康増進ストレス対処の新しい動向
会-1--4 過労や休養を重視した予防対策
4告発症事例からみた循潔器威容の作業関連要因
企岳4 本委員会が収集した発症事例の概要
金吾召 関与すると考えられた作業関連要因
企吾吾壬 労働時間要因
金吾丑召 心理社会要因
企岳吾召 身体要因

企告告4 作業関連要因の組み合わせ
錯 4 職種ごとの作業関連要因の特徴
会吾4 職場の健康診断結果と基礎疾患や危険因子の

保有状況

金吾-5 重篤な循環器疾愚既往者の医学管理と作業関
連要因

第嘩循環器疾患と労災補償
5-i 労災徐災Jg定の現状と問題点
日一王 循環器疾愚の業務上外認定の佑組みと認定状

況

抗告循環器疾患の労災認定基準の問題点
岳壬--3 法律論としての循環器疾患の業務上外認定

岳召 裁決蜜等からみた循環器疾恵の業務よ外認定
E告t裁決奮の収集方法と概要
E岳召 労災自去災E認定申請から決定までの期間
5吾ヨ 労災(公災Jg定での医師の意見
号吾寺吐 労災認定の場合 
E苦寺召 公災認定の場合

岳吾4 裁決での業務の過重性の判断について
E丑合4発症前の負担の判断
E告を昔 日常業務の過重負荷の判断
号岳金吾 精神的ストレスの評価

第百章提言ー労働関連性を考慮した循環器疾患の予
防

白職場の循環器疾患予防

日-i労働関連性を考慮した職場対策
&1-1-1 長時間労働の制限
&H-- 2 夜勤労働の改普及び制限
&-1-1--3 仕事のストレス緩和対策

昏丑ー苦 労働関連性を考慮した健康づくり
6-l.岳王 健康づくりのための労働者支援プログラ

ムの展開
昏吐を苦 労働者支援プログラムの内容
6-l.--l'.召 健康診断での問診の充実

6-l.会4 健康診断の頻度と検査項目の充実
島苦労働災害絵務災害帰償の改善に関する提言
6岳t循穂署疾患の認定基準の見直しと改善

6岳丑循環器疾患の業務上外認定基準の改善
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鷺寵輔 1か の も
ストレスや単轟護士佳、長時関通勤も
人事舗が麟・心臓競患認定指針改正

4月号で労働省の脳ー心臓混患労災認定基準の改

正について解説したが、 jjrJ掲のとおり、人事院も国

家公務員に係る脳・心臓民患の公務災害認樹齢十

を改正した0l"成海3月31日付け殺補- ' 1 .02.人事院事
務総局職員局長通知』

人事院では、 198'存10.月の認趨齢十世古和信年10

月2 2日付け職橋却7人事院事務総局職員局長通知)

制定後の「脳・心臓疾患に関する医学的知見の進

展、艶丘のいわゆる過労死の労災事実等に関する司

法の判断及び社会情勢の変化に対応するため」、

別拝4月に、職員局長の私的諮問機関として内科

学の専門家絡による「業務関連疾患・過重負荷検

討専門家会議」を設置して、現行認定指針の問題点

と見宣し・充実化について検討してきたが、今回の

改正はその結果を受けたものである。

労働省の見直し作業よりも早く独自の検討を開

始していたわけで、改正の内容も労働省の改正内容

を上回る独自の点が含まれている。以下、主な改正

内容をみてみよう。

@認定対象疾病の掻大

1羽咋1月に厚生省時E亡診断書の記載要領を改

正し、従来、「心不全」と記載される傾向が強かっ

た死因不明の心峨停止等についても、今後は具体的

痴青を記載することとされた。この中には、近年医

学研究が進み、業務との関連が示唆されている野E
性不整脈による心臓性突然死等が含まれている。

労働省では、現在、専門家会議を設置してこれら

の疾病についての認定基準の設定等について検討

しているが、人事院はそれを待たずに認定対象疾病

を拡大した。

従来、「脳血管疾患、虚血性心民軍と血管病変」

に限られていたものを「心・血管民患及び脳血管疾

患」まで拡大したものとされ、具体的に追加された

のは、心停止、心唱船生突然死、腕婆栓症、大動脈癌

破裂従来は解離地生大動脈癌のみ)である。これによ

って、認定指針のタイトルも変更された。

9基礎・既存痕患の取扱い

「発症前に、当該民意の発症原因とするに足る強

度の精神的文は肉体的負荷『過重負荷J)を受けて

いたことが必要Jとする認定要件は旧認超旨針と同

じである。
l目指針では、続けて、「基礎筑豊文は~;t存疾患が

あった併に高血圧症等を有する湯合」は、公務外

の原因のみによる発症か公務による過重負荷によ

る発症かの「鑑別に特に留意する必要がある」とし

ていた。改正指針では、過重負荷について「当該疾

患の発症の基礎となる病態く血管病変等)を加齢、一

般生活等によるいわゆる自然経過を超えて急激に

著しく増悪」させるものという解説を加えて、「基

礎疾患況は既帯民意があった場合Jの取扱いに言及

していた項目を全面削除している。

これは、脳・心臓民意等を発症した者はもともと

何らかの血管病変等を有しているのであり、基礎・

既存疾患があった場合ととそうでない場合という

区分を設けるのではなく、血管病変等をその自然経

過を超えて急激に著しく増悪させ得ることが医学

経験則上認められるような業務による負荷(これを

過重負荷という)を受けたことが認められるかどう

かを判断するという、労働省の認定基準の考え方に

そろえたものと思われる。

@発寵前1か月閣の業務の評価

そのような業務による過重負荷が認められるも

のとして、「異常な出来事に艶直したこと」及び「日

常の業務に比較して特に質的に若しくは量的に過

重な業務に従事したこと」をあげているのはJ目指

針及び労働省の認定基準と同じである。

問題は後者についての判断の基準。

②発症前日から直前までの業務が「発症に最も密

接な関連を有」し、②発症前五圏聞に過重な業務が

継続している場合には「急識で著しい増悪に特に関

連がある」とするのも、!目指針及び労働省の認定基

準と同様である。

ただし、③発症前1か月間の業務について、!日指

針では「発症前五車問より前に過重な職務が継続し

ていても、急激で著しい増悪に直接関連したとは判

断できないが、…付加的要匿として考慮される」と

していたにれは労働省の認定基準と同じ考え方)

ものを、今回、「②に準ずる過重な業務が継続して

いる場合には、急畿で著しい増惑に特に関連がある

と認められる」と変更した。

発症前五置聞の業務に限定する場合と同様、 1か月

という期間を設定することの医学的根拠は何も示

されていないが、労働省の認定基準よりも明ちかに

緩和した改正である。

@質的な過重性等の評髄

上記の他にも、人事院の改正指針では、従来、や

やもすると業務量や超過勤務時間数等の量的側面

のみが重視されていることに対して、質的な過重性

等についても積極的に評価していく方針のようだ。

文章上は明示していないものの、調査項目等から

みても、深夜勤務や交替制勤務、国際紛争や災害な

どの切迫した事態への対応などの質的な側面から

くる精神・神経的ストレス、転々異動による長期単

身赴任、宮署の移転に伴う長時間通勤等について

も、評価に反映させるということである。

@比較の対象とな器用僚等

なお、労働省の認定基準では、「同僚等にとって

も特に過重であること」という評価基準を設定して

おり、先の改正で、それを「発症した当該労働者と

同程度の年齢、経験等を有し、日常業務を支障なく

遂託子できる健康状態にある労働者にとっても、過重

であること」に「緩和」することとされた。

今回の改正では、このような指漏はないが、そも

そも、人事関齢十ではこのような評価の対象を特に

指示していないことによるものと思われる。

実際の認定事例をみても、国家公務員、地方公務

員の場合は民間労働者の場合と比べて、「当該労働

者にとって¢過重性」を積福的に評価した事例がみ
られている。

曜量発症直後の初動調査

そ¢他に改正指針で注目されるのは、適正・迅速

な認定のためには、発症直後の初動調査が重要であ

るとの観点、から、発症宣後の「簡易認定調査察」に

よる点検を指示していることである。「簡易認定調

査票」は、改正指針で指示した調査項目をA4・ 3枚

の用紙に記入できるようにしたものであり、医師の

意見や診療データ等については「入手すること l借
用すること」もチェッケできるようになっている。

これは、現場での取り組み方によっては、職場で

発生した疾病や死亡事例について、公務災害認定請

求を行うか否かにかかわらず備求を行うかどうか

の検討だけでなく)、それらについての労働関連要

因を労使で洗い出し、再発防止・改善につなげてい

く契機となり得るものとして評価できる。

@広が吾官民格差

改正された人事院指針についても、今後どのよう

な運用が行われるかによって評価が定まってこよ

う。いずれにしろ、労働省の認定基準と比べたとき

に「官民格差」が広がったことも事実であり、今後

の労働省の認定基準の見直しにも一石を 町 I市
投じるものとなった。 民出.OII
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標記については、別紙「心血管疾患及び脳血管

疾患等業務隠連疾患の公務上災害の認定指針」のと

おり定めたので、今後はこれによってください。

なお、「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の公務上

の災害の認定について(昭和62年四月22日職補

咽η」は、平成埠3月3 0日をもって廃止します。
以上

別紙

心・血管民意及び魁血管民意等業務

関連成哩の公務上災害の認定指針

次に掲げる心・血管疾患及びI匝血管疾患に関し、

人事院規則1&tl織員の災害補償)別表第1第島号の

「公務に起因することの明らかな疾病」と確認する

ことについては、以下の事項に留意して行うことと

する。

仙・血管疾患)

狭心症

心筋梗塞

心停止

心峨性突然死

肺塞栓症

大動脈癌破裂解離を含む。)

明白血管疾患)

くも膜下出血

脳出血

脳便塞

脳血栓症

脳塞栓症

高血圧性脳症

1 発症前に、業務に関連してその発生状態を時間

的、場所的に明確にし得る異常な出来事に造量し

たことにより又は通常の日常の業務倣災職員が

占めていた官職に割り当てられた職務のうち、正

規の勤務時間内に行う日常の業務をいう。以下閉

じ。)に比絞して特に質的に若しくは量的に過重

な業務に従事したことにより、医学経験則上、心

.血管疾患及び脳血管疾患等の塗症型基墜主主

る病態く血管病変等)を加齢、一般生活等によるい

わゆる自然的経過を超えて急激に著しく増悪主

せ、当該疾患の発症原習とするに足る強度の精神

的又は肉体的負荷似下「過重負荷」という。)を

受けていたことが必要である。
2 j品霊負荷を判断するためには次の事項を参考

とすること。

(1 ) 上記Lの「異常な出来事」とは、強度の精神的、

肉体的負荷を起こす可能性のある突発的で異常

な出来事をいい、例えば、発症前に突発事故、暴

風雨、洪水、土砂崩れ、地震等特異な事象に業務

に関連して意置し、強度の驚樽、恐怖等を起こし

たことが経験則土明らかな場合がこれに該当す

る。

(2 )上主むの「通常の日常の業務に比較して特に質

的に若しくは量的に過重な業務」とは、通常に割

り当てられた業務内容等に比較して特に過重な

業務をいい、例えば、(7)日常は肉体労働を行わ

ない職員が、勤務場所又はその施設等の火災等特

別な事態が発生したことにより、特に過重な肉体

労働を必要とする業務を命ぜられ、当該業務を遂

行した場合、(イ簾務上の必要により発症前に正

規の勤務時閣を超えて遜数十時間にまで及ぶ過

重な長時間勤務縮過勤務を含む。以下「過長勤

務」という。 )を1か月以上にもわたって行ってい

た場合又は暴風扇、豪雪、猛暑等異常な気象条件

下での業務を長時間にわたって行っていた場合

等通常の日常の業務に比較して勤務時間及び業

務量の面で特に過重な業務の遂行を余儀なくさ

れた場合がこれに該当する。
3 業務の過重性を評価するに当たっては、次に掲

げる諸事項の内容がその評価要素であるので迅

速、かつ、適正に調査し、その結県を業務従事状

況、業務環境等を基礎とし、医学経験則に照らし

て、総合的に評価して判断すること。

なお、高血圧症等について医師による直接の治

療が必要と診断されたにもかかわらず、適切な治

療を受けることを放置している者は、適切な治療

を受けている者と比較すると心・血管疾患及び

脳血管疾患を自然経過的に発症する可能性が極

めて高いので、その病態等について詳細な調査結

果に基づいた医学的見地からの鑑別を行い、それ

を総合評価に反映させる場合があることに留意

すること。

(1 ) 基樋的事項

ア被災職員の氏名、性別及び生年月日

イ 所属宮署名、官職名、役職名及び俸給蜜級、

号俸)

ウ 所属官署の組織図又は機構図

エ上司、部下等の病休、欠員等の状況

オ被災職員の人事事嘩

(2 )災欝発生の状況等

ア災害発生の概況係法日時、傷病名、場所及

び入院状況等)

イ 異常な出来事の内容及び原因G急激で著しい

業務環境の変化等を含め消防署、気象宮署等の

証明及び目撃者等の証言等)

ウ 災害発生現場の見取図及び写真

エ被災職員ヌは家族の申立書

(3 )災害発生前の業務従事状況等

ア被災職員の属する組織全体の業務状況及び

分担状況

イ 被災職員の通常の日常の業務内容と局職員

¢被災前の日常の業務内容の詳細及び比較

ウ 発症前日から直前までの業務従事状況及び

発症状況の詳細にの聞の業務が発症に最も密

接な関連を有するので、特に過重であると客観

的に認められるか否か、詳細に調査すること。)

エ発症前1週間の勤務状況の詳細傍症前1週間

以内に過重な業務が継続している場合には急

激で著しい増悪に特に関連があると認められ

るので、詳細に調査すること。)
オ発漉前1か月間の勤務状況(l:~a壬,;:墾竺.Q

過重な業務が発症前1か月間以上継続している

場合には、急激で著しい増惑に関連があると認

められるので、詳細に認査すること。)

カ上記エ及びカにおいて、特に遜数十時間を超

える過長勤務を行っていた場合は、その業務内

容、業務総兄等についての確認を行い、別添1

の調査票省略)にその詳細を記載すること。

キ発踊百数か月間における深夜勤務、交替制勤

務、宿日直勤務、出張、公務外出等の状況の詳
細

ク 自宅等で論文、報告書等を作成していたとす

る場合は、その理由及び成果物の確認備文リ
スト、報告書等)

ケ単身赴任の状況

コ通勤の実態

サ年次休暇等の取得状況

(4 )発症時の医師の所見等

ア主冶医の診断書・意見、診療録文は診療要約

及び超音波検査・X線写真等画像診断・心電

図等並びに血圧・血液生化学検査等諸臨床検
査の結果等

イ解剖所見

(5 )健康状況等
ア発田岡本人の愁訴及ぴ前駆症状等

イ 定期健康診断等の記録、指導区分及び事後措
置の内容

ウ本人の素因、基礎民普及び統率民患並びにそ
の治療状況・療養総晶

エ上記ウに係る主治医の診断書・意見、診療録

又は診療要約及び超音波検査 X線写真等画

像診断・心電図等並びに血圧・血液生化学検

査等諸臨床検査の結果等

(6)白常生活

ア発症前1週間の生活の状況の詳細備に日常

と異なった出来事等の有無等)

イ 発症前1か月間の生活状況

(7)趣味、し好、家族状況等

ア し好品目雷、タバコ等)及びその程度

イ趣味、スポーツ等

ウ薬の服用の状況及び内容

エ 自動車の保有、運転状羽等

オ家族状況、家族歴

カ本人の性絡

(8)その他業務環境等に関す号事項

ア発症時刊の事務室、勤務場所等の見取図、写真

等及び騒音、照度等の業務環境

イ 発症当日の温度、湿度等の気象条件

4 過重負荷を受けてから心血管筑患及び脳血

管疾患の症状が顕在化するまでの時間的間隔が

医学上妥当と認められることが必要である。通常
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は、過重負荷を受けてから 241時間以内に症状が顕

在化するが、症状が顕在化するまでに数日を経過

する症例があることに留意すること。

ここでいう症状の顕在化とは、自他覚産状が明

らかに認められることを、数日とは2白から3臼程

度をいう。
5 次に掲げる事案の認定に当たっては、人事院事

務総局職員局に協議すること。

なお、 (2)及び(3)に掲げる疾患に係る認定につ

いては、過重な業務に従事したことにより、当該

疾患発症の相対的有力原菌と医学的に認められる

強度の精神的又は肉体的負担を受けていた場合に

は、「公務に起因することの明らかな疾病」と認め

られることに留意し、本認越掛の調査事項を基

礎として詳細に調査すること。

(1 ) 掬青の発症機序に関与する危険因子等諸事象の

栢加・相乗作用に関する医学的所見古得られない

ため、総合的に評価して判断することが困難

な又は症状の顕在化が数日を超える場合等を含

め、医学的出華料等が不十分な心・血管疾患及び脳

血管疾患
(2)この指針に掲げられていない詳細不明等の心・

血管及び脳血管疾患
(3 )過重負荷を受けたことにより発症したと被災職

員等から申出のあった循環器系の疾患

自 心・血管疾患及び脳血管疾患事案の迅速、かつ、

適正な認定に当たっては、上記 3(こ掲げた諸事実を

発症直後に収集することが極めて重要であるの

で、過重負荷を受けて発症した可能性があると思

料したものについては、発症直後四j添加当該疾

患にかかる簡易認定調査票省略)によって点検

し、調査方法、発症の危険因子たる諸事象の過重

性等の評価等について判断し難い場合は、人事院

事務総局職員局に協議すること。
以上

(注下線は調査寓目以外の今回の主な改正部分)

翻信議三開通官事1話諸E宮市前i l l T i I吾麗麗騒騒麗溜瀦麗醤艶踏襲麗醤盟組醤盤霞儲極極櫨鹿糠盟

韓麗 錯克明題
韓間・過労死事目諜センター1開年記念セミナー
(1994年 12月7日)テキストの日本語訳

第1章過労死と因果関係(大法院の判例分析を中心とレて)
業務上の過労と認定された判決例(要旨)
業務上災害として認定されなかった判決例(要旨)

第2章過労死と企業責任
第3章過労死と医学

相談事例の分析
突然死 -The Framingham study-

第4章 労働の様々な重要密と疲労度に関する調査
第5章 災害補償の理論と各国の立法例

冨翠i

井上溝

機密費のこど

機密資というと暗い感じがするが、そうではな

い。国の官庁の収入支出は予算がきめられてお

り、きめられた科目があってそれに従って収支が

行われている。ところが現実にはそれに当てはま

らないが実際には必要な収支がある。たとえば職

員が残業して終電車がなくなった場合に、家まで

送るハィャ→tが必要だが、そんな予算は監督署

にはない。そこで、いろいろと工面することにな

る。それを特別会計のさらに特別ということで、

特々会計と称したりしていた。この特守会計は普

通は第1課長傍面制がでできてからは次長か業

務課長と考えられる。)がにぎっていた。ところが

前任の川越暑では前回書いたようなことで遂に

私は一度も見ることがなく、庶務係長が署長と直

結してにぎり続けていた。

しかし、春日部署では原則どおり私がにぎるこ

とになったが、私は現金は一切さわらないことに

した。現金出し入れの都度、庶務係長が伝票を記

入して私に渡し、それを私が帳簿に転記して月末

に現金や預金¢残高と照合することにした。署長・

には見せたかどうか記憶にない。よく照合の際に

は偽簿の残高より現金や預金の方が多いことが

あった。どうも入金の伝票を私が紛失したりした

のかもしれないc そんなときには余った'泡金は

おつまみを買って職員が飲んでしまっていた。ぉ

酒やビールは後述するように現物が倉庫の中に

仏両責みされていたのである。その頃の帳簿の一部
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を次に抜粋することにしよう。

l託昨日月分

(収入) 2日草加注染1 0 ,0 0 0円、雑収入 10,450

円、 18日賃金8!α刃円、計28, 4田円
伎町2日会田研修帰署2,剖円、 10日お茶、

醤油1,1缶円、 1 4日職員会議1,142円、食

事代1,140円、 16日職員会議夕食代2,αm

円、 18日三春(8-9)脚円、講習会昼食代

1釦円、 20日パトロール食事代2,6民丹、

28日ソフト交通4 2 c円、計ロ, 1泌司

収入の部の注染というのは、草加と八汐地区に

散在するゆかた染色業者の団体である。以前から

の慣例であったようである。一度社労士が頼まれ

て持参したが、慣例を知らなかった署長が断った

ことがあったように記憶している 3位収入という

のは記憶にない。賃金というのは、賃金調査の予

算か何かを、効ムったことにして現金化したもの

だろう。支出の部の会田研修帰署というのは、会

田監督官古噺任研修を終ったので、署内でささや

か宴を行ったのである。パトロール食事代という

のは、越谷地区に無届けの新設工場が多いので局

署合同で調査した際の食事代である。

l駁奔ロ月分

(収入) 1日工業団地15α1,氾円、 5日菖蒲3,1 α m

円、 10日基準協会10,1αxl円、 H医院1β氾

円、計 29α1,刻: q
(支出)4日岩槻花火工場爆発3 β 4 0円、写真

2組円、 15日署長会議2,悶円、 16日カ

ヅ井1圧円、自転車かぎ2回円、 18日食事

代1即円、 20日写真代6印丹、 22日退職署

長記念品代相朗、24日捜査ハイヤー代

22:円、 25日テーブルセンタ -41a司、 26

日お茶4αm円、計19,155円

収入の部の菖蒲というのは、菖蒲町の業者団体

だろう。 H医院は市内の外科医院で盆暮の慣例だ

ιぷ己主ζ|

ったと思う。支出の部の花火工場の爆発調査の際

の3 β 4円は食事代等ではなかろうか。署長会議

の費用は宴会の会費である。

支出を見ても不当なものは見当たらない。私が

担当してから変更したのは、職員の名刺代は自弁

だったのでそれを支払うことにしたこと、それに

通勤手当には上限があったので差額を支払うよ

うにしたことだった。出張旅費の配分方法も変更

した。これは監督官や技官が計算上は旅費の大部

分を占め、留守番で苦労する特に庶務係はほとん

と、ゼロであったo そこで、従来は旅費総額をプー

ルして泊パーセントは全員に保障していたが、私

は漉忌して 70.パーセントはパー配分し、残りの 30

パーセントを出張日数により比例配分すること

にした。このことでは反対は全くなかったが、通

勤手当の差額補助については優待パスの通勤使

用のこともあって大糠甫を数回もやり、遂に私も

譲歩して、 1即 Tーゼント補助は実現できなかっ

たような気がする。

以上の帳簿には、もうひとつ別の会計を設けて

いた。そこに前述 Lたように拒否した宿直の手当

を積み立てていた。それを見ると 19681手7月から

拒否をはじめたようだ。その額は7月分4,01 0問、

8月分8,430円、 9月分8周 5円、 10月分10, 4印円と

いう具合いで、翌年10月の残高は148,14J:円であ

ったロそのときのもうひとつの帳簿の現左高は

1部, 61閉であった。宿直手当の方は、職員の作

業ズボンの購入であるとか、名刺印刷代とか、職

員旅行等に使用した。職員旅行は会社の施設を利

用し、パスは東武に頼むことによって安価に抑え

て、 3月に 1国 1泊旅行に行った。職員は旅費、食

費、パチンコ等の遊戯代、土産代もすべて無料で

あった。旅行の場合には購買に番かれた予定表を

見たりして若干の寄付

効さあったりした。たとえば、 1託沿年9月沼田には

上総湊の目立保養所矢の浦荘へ行ったが、そのと

きには9月16日に0伸鉄から10α1,刻司、 19日に0ゴ
ム 10,0 0 0円、社労土3仰円、 E工業制度嗣、 P

工業10,江1明、 Nヒューム 2,r:x問、T氏 2,000円健

職した庶務係長のT氏を旅行に招待したためか

?)、基準協会田αb刻弓とある。このとき保養所に

支払ったのが4 4 , ' 7 17円、基準協会への土産宮市円、

写真代2,証明とあるが、交通費の記載がない。

まさか旅行肥りでもあるまいが。この頃の私の手

取りは月収6 0α1,瑚司。

ついでに H怒存末から年始にかけての歳暮に

よる倉庫内の酒は21(払うち特級味、撤Z本で

残りは1級。ビールは鉛ダース。署長や第1課長に

よっては職員になるだけ配分せず温存する方針

の人もあった。私の浦和署時代がそうで、夏にな

ると酒は濁っていた。私は反対の方針で外部はで

きるだけ減らした。しかし、署長会議の話合いで、

春日部は上位にランクされ、基準局へ5本供出し

た。このほかに庶務課へ体、基準協会職員へZ本、

記者クラブにビール2ダース等最低限のものは出

した。そして職員には男女全員公平に(他の物も)

配分した。それぞれにはまた分に応じて自宅に直

接来るものも棺当あるので、署の分は公平に分配

しても問題ないのである。では、いくらづっ配分

したかは書かないことにする。おそらく県内法書

中では最も多かったはずである。東京の事情も聞

いたが、想像していたほどではないようであっ

た。

会議のこどども

少し真面目なことを書こう。

1969年1月2 0日伺輝

局で鋳半から第1課長会議。局長書 i示の後に監

督課長が社会保険労務士法施行事務について説

明。前歴により無試験で資格授与する者に対する

署の証明事務について。

(リ署では出入り業者についてはやかましくい

わず証明すること。今回は業者は救う。あまり怪

しい場合には労務管理士協会に相談してもよい

が、調査するまでの必要なし。

(2)会社で勤務している者も目をつむって証明

してよい。

(3)窓口は、社会保険士は県保険謀、労務管理土

は局監督謀。税理士、行政書士は未定。労働組

合や一般会社員は労働基準協会。

6月2 6日休漫風雨後晴

局で管内全監督官会議。安全衛生課長が災害減

少目標旬6とあるが、何ら根拠ある数字ではない

と。正直でよろしい。

8月28日休輝後雨

埼銀f献日東支底で技術研修ロ明日は三剤言託。

紛じん、電気、建築、電磁波、採石作業等。労働

旬報社の原稿料来る。税引き 2,7庇円。少なさに

驚く。傍働法律旬報の原稿料かっ)

12月13日(木)晴

休んて労働法学会誌の原稿「労働災害と労働基

準法」を仕上げる。 E翌日松岡教授宅に持参。こ

れは喜直しを命じられ、翌年1月24日、 25日とか

かって害直し、 2 6日に再度持参J 昨秋の学会

誌に掲載された。)

1971:咋1月20日伏滞

午前岩槻市の新井製作所定監。午後組合の局長

交渉へ参加。昨年11月13日賃上げストによる組合

識の訓告処分取消し突渉。～日取消し。)

1月27日伏>快晴

今日明日と 1日中基準局で会計事務研修。傍 1

課長は会計事務の責任者だからである。)

2月4日付く漏

庶務課長来署し、 1人づっ別案に呼ぴ宿直拒否

36 安全センター情報95年 7月号 安全包ンター情報95年  7月号 37



扇情議1 m喜藤噴きま3毎日記 山山山三四百三巴白山 幾顛倒駒川

について調査。浦和て・職員が行政監察局へ投書し

たため。積百述したように、宿直を拒否しても手

当はもらっていたからである。しかし、わたしは

職員の手当は前述したように別途に積み立てて

あったので、詐欺罪だという庶務課長に強い姿勢

で応対することができた。す寸にでも全額返すと

言ったのだが、会計畳斑に問題があったことは否

めない。)

羽田休)晴

監督課長が来署し、私に宿直をやるわけにいか

ないかという。依はすごく腹が立った。庶務課

長がいうの出離務上当然であるが、監督課長の職

務には関係がない。監皆課長というのは署長以下

の全監督官にとって、最も恐ろしい存在である。

それを利用して余分なことをいうと思ったので

即座に拒否した。いまになって考えてみれば、投

書もあったじ、本省の手前、局でも困っていたの

だろう。)

2月ロ日休声青

署全員で書類整備。ぬはよく全業務をストッ

プして 1日中書類整備をやった o 就業規則もこれ

で整備され、会計の保存年限切れ¢書類も何時間

もかかって庭で焼いた。終ればもちろん倉庫から

酒を出して慰労の宴を催した。)

3月16日明洞議靖

御殿場のYMCMの東山荘で東京都の福祉施設

の会へ講演。快調。富士美し。泊る。ベット固く

して劉眠できず。信祉関係は労働時間や寮に問

題があったのでよく招かれた。)

3月a日仕輝刻、雨
職員旅行で目立の矢の浦荘創出)へ行く。 1人

先発して茂原署へ寄り資料をもらう。矢の浦荘へ

着くと、先着していた職員が、署長は行かないと

ごねたが引っ張ってきた由。酔う。伐原署へ出

張したことにしたのである。前出の特々会計帳嘗

の3月a日の収入欄で「茂原署7,使1嗣」とある。

こうして特々会計用の資金を調達したりしてい

た。署長がごねたのは、 3月に 1国の1泊旅行に良

心勃宝とがめたのではなかったろうか。

なお、このときの旅行にはパス代として 15α1,氾

円支払っている。このほかには合計で 49,4 3閉を

支払い、入金は3月14日基準協会10,(lO(刊と3月

7日千葉6,滋刊とある。千葉というのは千葉労

基署に行ったことにでもした旅費に繰り入れた

のかもしれない。)

5月12臼伏｝晴
朝戸畑着。駅前で労働者が酒を飲んでいる。八

幡労組の労働甜富で鉄鋼労逝舌動家集会出席。第

扮科会「下請¢労働災害防止」の助言者。午後

若戸大橋を散歩。同志社大の辻村助教授と登山閣

同室。 E翌日は午前中1持関講演して阿蘇泊。出発

前日講演に行くというと、署長は発言に注意して

ねといっただけで他には何もいわなかった。)

8月1日(:t~青

午後、社労士の慰労会。署員も含め鰻重や折話。

山口、木原両氏と帰る。夕景色美し。円仁法師の

入唐記録を読み続く。億労は賃金調査のため。

特々会計で2A,3(刀司支出している。)

6月2 9日く月遅晴

夕方総評会館で総評弁護団の若手弁護士ま焔

と安全センター職員とで、災害調査について語

る。こちらは全労働春山氏と、東京と千葉の若手

監督官各1名。(こんな会談のあったことも記憶な

し。)この年の手帳に晴乳動物の遺伝子はイオン

1ぴ。個が並ぶ。この配列は2ID lOID・通り可

能。熱振動のサイクルで配列可能数は記憶年 (10

"秒)で10'"通り。地球の全原子lぴ。でも10""通

りだから、生物注量化は偶然だと。岩波の月刊誌「科

学」を読んで写した数字。いろんなこと阿I置
を考えていた。 邑品a

輔鷺性輔嬢患がじん輔認露
京都・紛Uんとの関連の-~聾の解明を

ためらいながら、しかし、この

ケースは、申請の手助けをすれ

ば、じん肺は認定されるかもしれ

ない。京都労働基準局長は、平成

育 4月a日、特発性問質性肺疾患

の7識の男性に対して、じん肺法

に基づき管理$イのじん姉として

管理区分決定を通知した。他局の

じん肺診査医をしている知人に

聞くと、この民患でじん肺管理区

分決定がされたのは初めてでは

ないかとのことであった。

私自身、過去にJ . O lJ、じん肺と

間質性肺疾患の混合型のケース

について申請の手伝いをし、認定

されたケースを経験している。ま

た、数例、急性間質問市民意を治

療したことがあるが、全例救命は

できたが、いずれも急性型で急性

呼吸不全で入院し、レントゲンを

撮るのもままならず、ょうやく撮

れた写真を診、治療に大決断がい

る。なんとか安定し、ほっとして、

紛じん職歴を詳細に聞くことが

できたのは1例のみであった。

医学書の成曹には、特発性偶

発性とは、原因不明ということ)

間質幽市民患と記せられ、診断、

治療法も書いてあるが、突然の急

性裂には、診断のためのレントゲ

ンすら撮る余裕のないほど備に

CT・・コンビュータトモグラフ

ィーによる診断滞摂｛な呼吸状態

になる。

この報告ケースは、友人の医師

から診断と治療について相談さ

れてかかわることになり、その医

師と憲吉でやり取りをし、本人も

私の病院の外来に2度来られた。

私は、第1に本人の苦痛を軽減す

るための治療を最優先し、第2に

過去の職歴を詳細に聞くという

方針でのぞんだ。

@間質性肺炎について

じん肺症のように原闘が明ら

かなものと並び、腕胞周辺でびま

ん性に腺維化を引き起こす(急

性、豆急性、慢性タイプ)ものを

特発柏町者質問市炎と言うが、多く

は死亡後の解剖病理所見によっ

ても原因不詳とされていた。肺胞

周辺の腺維化のため、酸素炭酸

ガス交換古 f不調で、急性型の場合

には激烈な呼吸不全となるので

ある。

今回のケースでは、詳細な問診

と特別な検査をした。最正は、あ

る検査で』献邸最中にケイ素、アル

ミニウム、農薬、各種金属、木ク

ズ、家畜飼料、まきのススなどの

各種の吸入紛じん織業性)が確

認されている。「原因不明」の主文

字がなかなかとれない疾病であ

るが、これらの吸入紛じんが原因

のひとつとして注目される。原因

解明こそ、その対策の一助となる

と思われる。

@じん腕申請に至る経過

昨年末、友人の京都のN医師よ

り、難冶性の咳、疲、息切れがひ

どく、レントゲンでは細気管支炎

のように思われるのだが、診断と

治療方法について相談に乗って

ほしいと電話があった。

送られてきたカルテのコピー

とレントゲンフィルムをみて、間

質性肺疾患を疑い、 CTを撮るこ

と、職業震とりわけ紛じん歴の有

無を詳細に聞いてほしいと伝え

た。

C'IYDフィルムが届き、紛じん

歴も明らかになった。

C l橡から間質性肺疾患である

ことは明白であり、最近紛じん吸

入が原因のひとつにという文献

を読んでいたので、 N医師にはじ

ん肺申請をしてみることを勧め

た。

その後、本人力拡の病院の外来

に2度来られ、問診と必要な検査

をして、じん肺健康診断結果証明

書に必要な事項を記載した。

7識の男性で、すでに退職して

から長く、最近まで病気らしいも

のの経験はなかった。会社で働い
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ていた頃も、胸のレントゲンで異

常など言われたことはないとの

こと。

これほどの民患の成立までに、

入院摩、治療歴がないところから

みると、慢性型の間質醐蹴春、で

あると考えられ、私が呼吸器疾患

に関心を持ち始めてからのZ洋

間の経験に照らしても非常にめ

ずらしい。

そのため、局医が認めるだろう

かととまどいもあった。じん肺に

ついての所見継状影1泊、タイプ

λE不整形陰影3βー管理3ロが相

当)も記入したが、下記のとおり

意見書を付けて、特発性間質問市

民替、であることを明記した。本人

にも、多分管理4とはならないの

で直接的な補償上のメリットが

ないことなども説明し、本人自身

もとまどいつつも申請してみる

ということになった。

「 意見書

①本人の紛じん吸入歴は、本人

の申請通り相違ないと聴取し

ました。商品名で内容由さ確定で

きないものもありますが、エボ

ナイト、タルク、研演末、黒鉛、

アスベスト、スズ、鉛の粉末を、

ほぽ防じんマスクなしに(ガー

ゼマスクのみ滅入されていた

ょうです。

② この単純X P (レントゲン)及

び胸部C Tより判断すると、 E

偶発性間質性肺疾患の略語)

が相当で、 E附にじん肺所見

も有しています。本人が入院

歴、治療歴古場経の主治医まで

ないとすると、急性発症より慢

性変化を伴ったと判断します。

③別紙資料のごとく間質性肺

疾患で急性発症のないケース

l立、非定型例のじん肺の1lII!型

と判断し、意見書としました。

医師山下五郎」

-本人の職歴

本人の職歴は、以下の如くであ

る。

1E昔話から侭和15' 6 1 '手頃)から3

年ほど呉服庖に勤めたが、 1織で

軍に徴用され、国内、中支等で勤

務。魚逼接品管の製造、旋盤作業

等に従事した。終戦で帰国後昭和

21年京都市内のN電池に就職。

① Aヱ場ゴム型蒸係「バッテリ

一外函製造作業」何和2 1 - 2 9

年まで昨)

いわゆる「ゴム生」を原料に、

型枠を使ってバッテリーの外

枠を作り、これを高温の蒸気で

蒸してエボナイト製外函を完

成させる作業である。排出する

蒸気に硫黄が混ざり、これを吸

入することで相当限を痛めて

いる。

② A工場チューブ係「チューブ

粉通し作業」紹29-包年まで

託手間)

電極用のチューブ管の内外

にタルク粉を付着させる作業

で、マスクをして行うが、タル

ク粉の吸い込みが避けられな

い作業であった。

③ A工場準備係 rwゴム生』造

り作業」何和3 2 -お年まで3

年)

材料は生ゴム、エボナイト粉

末、硫黄粉末、油脂等で、これ

らを混ぜて練り上げ、いわゆる

「ゴム生」を造る作業で、エボ

ナイト粉末や硫黄粉末を吸い

込む仕事である。

④ B工場部品係「乾電泊製造及

ぴ電泊金具の製造」侭和35-
ま奔まで訴手)

乾電池製造に約1年、部品金

異いープレス灘造に約詳従

事。製造には「ビスケット粉」

とよばれる、取り扱いにマスク

を要する材料を使っていた。

⑤ cエ場準備係 rwゴム生』造

り作業J(昭和泊~必年まで4

年)

昭和沼年B工場で行ったの

と同じ作業である。

⑥ C工場ピコ係「ピコ製セパレ

ータ一切断作業」何和4 2- 45

年まで4年)

セバレーターは「ガラスマッ

ト」を主材料とするバッテリー

部品で、ガラスマットは、水ガ

ラス、硫酸て4乍られている。こ

のセバレータ一切断時には、激

しい紛じんが飛散、空中浮遊す

るため、この作業でもマスクが

必要であった。

⑦ C工場倉庫係「鉛末化湿鉄板

等入出庫作業J(11百和45-58年
退職まで1詳手)

未化極板等パッテリ一部品

の多くは、スズ、鉛の粉末にま

みれたものであり、触れたり動

かしたりするだけで紛じんが

飛散するもののようである。紛

じんの吸い込みが最もひどか

ったのはこの仕事だったよう

に感じると述べている。

昭和お年9月a日N電池退職。

在職Z存6か月。

現在では、製造工程が自動化さ

れたり防じん処置が手厚くなっ

たりしている。当時は、まったく

むきだしのスズや鉛やガラスの

紛じんに閤まれて作業していた

状態と言えるようである。なお、

N電池退職後他の仕事に従事し

たことはない。

@霊簡としての感想

この中で、エボナイト粉末は中

味由郎詳で、本人も「よく分から

ない。アスベスト、アルミ他いろ

いろと入っていたようですが、

皆、エボナイトと言っていまし

た」とのこと。

本語巳愚¢発生機序解明には、さ

らなる調査も必要ですが、本人の

気持ちも察し信社にも、いろい

ろ手伝ってくれた昔の同僚にも

迷惑をかけたくないとのこと

で)、これ以上深入りしなかった。

@まとめ

多くの医師が、何が起こってい

るの力、分からないまま、急性の呼

吸不全で対応困難のまま急死す

る中で、胸部レントゲンをどう判

読すべき古河明のまま、職業歴を

聞くこともなく、労災の手続もさ

れていないと思う。

華経、特定「て・きるのは、リウマ

チに使用されるある薬剤師弘も整

形外科とのコンビでI例ひどいケ

ースを経験している沖、特定の

無機、有機紛じんで少しずつ発生

が明らかになっている状況。シリ

カ、ケイ酸塩、アスベスト、タル

ケ、カオリン、コバルト、アルミ

等々の紛じんが、この民患にかか

った飾組織の中から確認されは

じめている。

環境因子、職染性因子からの再

検討と、今回の認定例(世界で初

めてかどうかは不詳、どういう思

惑で認定したのかも不詳ですが)

を参考にしていただけ

れば幸いである。 E国
山下五郎(尼崎労働者安全衛生

センヲ一顧問、博愛会茨木病院

医師、産業衛生学会指導医)

議書豊富謹上司>転輔事識で賭 c
神奈J l I・始業3時間前の出動でも認霊

故田中明夫さんの氷結路面上

での転倒事故に通勤災害の支給

決定力す下りたことを報告すると、

遺族である田中さんの奥さんは

「もうす寸 1周忌なんでどうなっ

たかと思ってたんですが、本当に

間に合ってよかった」と涙をにじ

ませながら感慨深げだった。

今年のZ月14日は雪が降らなか

った。ちょうど1年前のその日は

折りからの大雪で路上も氷結し

ていた。清美ケミカル側に勤務す

る田中さんは、いつものように朝

早く出勤した。家を出たのが時

笈扮頃、会社に着いたのが時臼

分頃という。この途中で転倒事故

があったらしいが、田中さんはこ

の時守衛さんに「途中でずっこけ

ちゃって、頭と肘を打った」と軽

く言っているにすぎない。しか

し、就労してからの田中さんの足

取りを追ってみると、転倒事故に

よる外傷の致命的影響が徐今に

表面化していったことがわかる。

邸寺4扮、回中さんが変電新日

誌に記入した数字に相当の乱れ。

1崎、ボイラー運転記録の数字に

乱れ、判読不明の箇所あり。 1晴

1051 、田中さんカ司王んで立ち上が

るのを除雪作業をしていたTさ

んが目撃。1c鴻ま助、田中さんが

側溝に左足を落とし、膝をつくの

を数人が目撃。日時1扮、排気ダ

クトに頭をぶつけている田中さ

んを見て、工場内にいた数人が回

中さんを控室に運び休ませる。
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その後、田中さんはτ病院に移

送されたが、容体が急変し、救急

治療の甲斐もなく、午後1C爵 10

分、外傷性硬膜下血腫及び脳挫傷

で亡くなられた。

田中さんの遺族の要請で会社

はすぐ通勤災害遺族補償の申請

手続を行ったが、支給決定までに

1年近くもかかったのは、迂車台業

議寺関前出勤が会社の指示であっ

たかどうか、②出勤後仕事以外の

ことをしていなかったかどうか、

など通勤災害の認定基準にある

中断や逸脱がなかったかどうか

を調査するために手間どったた

めであった。

所轄である藤沢労基署へは、回

中さんが所属していた化学一般

清美ケミカル労組とともに何度

も出向き、 q冶社は鵡関前出勤

を指示しなかったとしても黙認

はしていた、②田中さんの早出勤

が仕事の準備のためのものであ

ったことなど盟。今回関

の支給決定に至った。

(神奈川労災職業病センヲー)

襲撃畿勢軽量轟的高鱒襲撃審議著明離し
東京@首都関撞雪量ユニオンと協力

大工を中心として、建設現場の

労働者は、建材に含まれているア

スベストその他の紛じんを吸入

する機会が多い。この間、全建総

連では、アスベスト民愚対策とし

て、神奈川、三重量、岡山などで患

者掘り起こしの取り組みを行っ

てきた。東京では、東京土建、首

都圏建設産業ユニオンで取り組

みが進められている。

@国保組合のレセブト抽出

国保組合で、職員がレセプト

診療報翻明細書)を点検し、呼吸

器の病気が記載されているレセ

プトを抽出し、その組合員へ国保

組合から職歴などのアンケート

を送る。アンケートを国保組合の

顧問医師が点検し、アスベストや

紛じんによる職業病の可能性が

ある組合員については、職鶏青に

関しての再検査をすすめ、首都圏

建設ユニオンでは約治名の方が

受診した。その中で、目黒支部の

Z名の石工が、じん肺管理区分4,
管理区分初じん肺+続発性気管

支炎て労災認定を受けた。

レセプトをみると、気管支炎、

気管支端息、肺気腫、肺がんなど、

アスベストや紛じんと関係があ

りそうな病気が多いのに驚かさ

れる。

@定期検診のX織写真チェック

組合で年1回行っている定期検

診の胸部レントゲン写真を再度

チェックし、じん肺、石綿肺、ア

スベストによる胸闘E厚斑の有

無を見る。そして、所見のある組

合員には、再度の受診をすすめて

いる。約 1 0 %の方に、じん腕経

度>や胸膜』国享斑が認められる。

職歴は大工が多い。タイル業の方

に胸膜肥厚斑が認められ、「タイ

ルにもアスベストが?J と疑問が

あったが、御本人に聞くと、建築

現場に入ると周囲でアスベスト

建材を扱っており、隠接的に吸入

するとのことである。ともかく防

じんマスクの着用はメ:切である。

惨死因調書量

全建総連の組合員の死因調査、

とりわけ腕がんや悪性中皮題の

発生率を調査することによって、

建設労働者のアスベスト吸入の

実態を明らかにする必要がある。

すでに三重県連では、国保組合の

協力を得て調査が進んでおり、年

を経るにつれて肺がんの発生率

が上がっていることが明らかに

なっている。東京でも、同様の調

査を進める予定である。

8騎がんの労災申欝も

肺がんの労災申請の相談も来

ている。昨年 7月、国立がんセン

ターで肺がんで亡くなった杉並

支部の組合員 (57歳、大工)であ

る。がんセンターの病理解剖では

はっきりしなかったが、肺の組織

をマウントサイナイ医科大学の

鈴木先生に見ていただいたとこ

ろ、多くのクリソタイルが検出さ

れ、石綿腕も確認された。早速、

労基署に労災申請をしたところ

である。

先日、鈴木先生から全国安全セ

ンタ｝にファ、yクスが入った。ア

メリカの医学雑誌の記事で、建設

労働者に今後、多くの腕がん、中

皮鍾が出ることを警告したもの

昨年12月16臼の労災保険審議

会の建議「労働者災害補償保険制

度の改善についてJ eお年1・2月

号)を踏まえて、法改正を要する

事項については、労災倒倹法等の

一部を改正する法律( ' j Z成7年法

律第お号>が、通常国会で3月 15日

に成立し、 3月 23日に公布された

～成存3月23日付け労働省発基

臨時労働事務次官透達)。

法改正事項及び施行期日は次

のとおりである。

①年金た吾保険給付の支払期日

の改善(年個支払へ。労災保険

法第喋調関係以下問じ。

19笛年10月1日施行以下問

じ)

②介護補償給付の創設備12条の

日第1、乱調、第E !条の2、第

4a条関係。 19 ［昨4月1日施行)

③遺族補償年金の給付内容等の

改善仔等の受給資格を満II昔話

に達する日以後の最初の3月31

である。日本でも同様の事態が予

想される。

労働組合、センター、亀戸ひま

わり診療所、 B号通り診療所で協

力しながらさらに駒田

組みを進めていきたい。

(東京東部労災職業病センタ )

日までにー第1暁の携1項及

ぴ第 l暁の場1項関係。 19>お年

4月1日施行/年金額の引き上

げ別表第1関係ロ l鈎昨日月 1

日施行)

④労歯福祉事業の改善伏護の援

護を行うことができるように

第2誘述書l項関係。 199昨 B月

1日施行)

⑤特別加入制度の改善仲小事業

主として海外に祈議される者

を対象にー第 2漆関係。19>お年

4月泊施行)

@罰金額の引き上げ傍51、53i条
関係。 1鈎託手8月1日施行)

⑦メリット制の特例の創設信号働

保険の保険料の徴収等に関す

る法律(徴収法)第四条の 2関

係。 19釘年3月31日施行)

⑧保険料の申告及び納期限の延

長徴収法第15;条第1項、第1 9 ;条
第1~調関係。l鈎惇4月泊施

行)

また、これに先立って 2月1日に

は、労災保険法施行規則傍災則)

及び徴収法施行規則(徴収則)の

一部を改正する省令( ' j Z成7年労

働省令第 E号)が公布され、これに

よる改正事項は1鈎5年4月l日か

ら施行されている伴成7年2月20

日付け労働省発労徴第 E号・基発

第 7 4号労働大臣官房・労働基準

局長通達)。改正内容は以下のと

おりである。

⑨特別加入者の斡付基礎日額の

一部改正 (18周円及び201脚

円の区分を新設ー労災則第4;8
条のま第 1項、徴収則別表第猛司

係)

⑩特別加入保険料の算定基礎額

の特例(年度途中の加入・脱退

の取り扱い徴収則第21 、22

条、第23;条の調係)

⑪労働保険事務処理委託扇の改

正徴収則第改廃、様式第1 7号

関係)

⑫労働福祉事業に要す吾費用の

限度額の引きょ 11且5,115から

1 8 4 1トー労災則第4:療関係)

また、法令¢改正を要しない事

項についても、以下のとおり実施

されている。

⑬アフヲーケア制度の充実

従来、都道府県労働基準局長

が適当と認めた医療機関に限

定されていた労働福祉事業と

してのアフターケアを、すべて

の労災指定医療機関及び労災

指定薬局においても受けられ

勢第革審議議童書襲撃講師5建議題親調
労種事省@アフターケア韓正や介護家族謹謹重量
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局地ぬi陵町I主岳民主主主由民主山山山山己主主主-ιJ
ることとしたこと、及び、新た

に「慢性化膿性骨髄炎に係るア

ブターケア実施要領」を定め、

「傷病別アフターケア実施要

領」に加えたこと('f.成咋3月

3 1日付け基発第1回号労働基準

局員重達 rw労働ネ蹴事業とし

てのアフターケア実施要領の

制定について』の一部改正につ

いてJ)。後者については、「業

務災害または通勤災害による

骨折等により化膿性骨髄炎を

併発し、引き続き慢性化鵬性骨

髄炎に移行した者」を対象と

し、「原則として症状閏定後3年

を限度として1～3か月に1回程

度の診察や抗菌剤、鎮痛・消炎

剤等の薬剤の競合」などを認め

るもの。これらも、 1田拝羽

1日から実施されている。

⑭長期家族介護者揮護金制度の

新設

受給期間が1()年以上の1級の

障害繍償)年金または傷病繍

償芹金の受給者であって、神

経系統の機能ヌは精神、胸腹部

臓器ヌはせき髄の著しい障害

により、常に介護を要する被災

労働者が死亡した場合であっ

て、遺族伺償船付が受給でき

ないときに、遺族にl∞万円の

長期家族介護者援護金を支給

することとした(ただし、遺族

が生活困窮者新得税法の規定

により所得税を納付しないこ

ととなる者であって、その者を

扶養する者がいないか、文はそ

の者を扶養する者が所得税法

の規定により所得税を納付し

ないこととなる者)である場合

に限る)('f成棒鋼3日付け基

発第1四号労働基準局長通達

「長期家族介護者援護金の支給

について J) 。この制度は、 1995

年4月3日から実施され、同年4

月1日以後死亡した被災労働者

の遺族について適用される。

⑮中小企業安全衛生活動促進事

業助成制度の創設

地域別、業讃別等に組織され

た事業者の集団が、その構成員

である中小企業者のために集

団として安全衛生活動を行う

場合、構成員である中小企業者

が安全衛生に係る機器の整備

を行う場合にこれらに要する

費用の｝部を補助し、または集

団としての安全衛生活動を支

援することにより、中小企業集

団が行う安全衛生活動を促進

するとともに、特殊健康診断機

関・作業環境測定機関が特種

健康診断用機器・作業環境測

定用機器の整備を行う場合に

これに要する費用の一部を補

助する「中小企業安全衛生活動

促進事業助成制度」も1由奔4

月1日からま識され

ている。 臨

職輔の競鞘譲事自韓進言f酉
労働省・労働安全簡生関係が35件

政府は3月3 1日、規車緩和の積

極的かつ計画的な推進を図るた

めとして、今後拝問の「規制緩

和推進計画Jを閣議決定した。

労働行政に係る規制について

は、労働者の適正な労働条件や安

全及び健康の確保を目的とする

もの、安定した雇用機会の確保や

高年齢者、障害者の雇用の促進を

目的とするものなど労働者の福

祉の増進を図り、そのことによっ

て経済社会の発展に寄与するも

のであることを基本としたもの

であり、この基本を踏まえつつ、

経済の活性化や国際的調和など

の観点から、内外からの要望事項

について検討が行われたという。

規制緩和推進計画における労

餅瑚関係のものは倒牛。そのう

ち、労働安全衛生法関係は、①ボ

イラー圧力容器関係が併、②

クレーン関係が琳③その他労

働安全衛生法関係がn件、④資格

関係が日件、信湛薄・認証・輸入

等関係が白件の計3併と町市

なっている。 凪品a

全国労働安全衛生センタ一連絡会議
108 束京都港区三旧3-1-3 M.Kピル3階

TEL (03) 5232-0182/FAX (03) 5232-0183

北海道・社団法人北海道労働災害,職業病研究対策センター
OO~ 札幌市豊平区北野1条1Tトj6-30 医療生協内 TEL (011) 883-0330/FAX (011) 883 -726 1 

東京・東京東部労災職業病センター

136江東区亀戸1-33-7 TEL (0'1 ) 3683-9765/FAX (03) 3683-9766

東京・三多摩労災職業病センタ

185 同分寺市南町2-6-7丸山会館2-5 τEL (0423) 24-1021/FAX (0423) 21-1024

東京・三多摩労災職業病研究会
185 国分寺市本町3ー13-]5 二主多摩医療生協会館内 TEL (0423) 21-1922/FAX (0423) 25-2663

神奈川・社団法人神奈川労災職業病センタ

230 横浜市鶴見区豊岡町 20-9 サンコーポ豊岡町5 TEL(045)573-4289/FAX(045)575-1948

新 潟・財団法人新潟県安全衛生センター

951新潟県新潟市京堀i ! ! i 2 - 4 8 1
静岡・清水地区労センター

424 清水市小芝町 2---8

京都・労災福祉センター

601 京都市南区阿九条島町3
京都・京都労働安全衛生連絡会議

601瓦都市南区西九条東島町日 9 ilr本ピ)レ3階

大阪・関西労働者安全センター
日0大阪市中央区森ノ宮中央1 - 1 0 - 1 6 ,601

兵庫・尼崎労働者安全衛生センタ
660 尼崎市長洲本通1-16-7 阪神医療生協気付

兵庫・関西労災職業病研究会
660 尼崎市長洲本通1-16-7 医療生協長洲支部

広 島・広島県労働安全衛生センター

732 広島市南K稲荷町5 - 4前川ピル
鳥取・鳥取県労働安全衛生センター

680 鳥取市南町 505 自治労会館内

愛媛・愛媛労働災害職業病対策会議

792新居浜市新川町i 日9

高 知・財団法人高知県労働安全衛生センター
78C 高知市街野イワ井町1275-1

熊本・熊本県労働安全衛生センター
部 1-21 熊本市秋津町秋田3441-20秋津レークタウンクリニック内

大分・社画法人大分県勤労者安全衛生センター
870大分市寿町 )-3 労働福祉会館内

宮崎・旧松尾鉱山被害者の会
882 日向市財x寺283-211 長江同地)-)4

自治体・自治体労働安全衛生研究会
102 -T代田区六喬町1白治労会館3階

(オブザーバー)

福島・福島県労働安全衛生センター
96C 福烏市船場町1 - 5

山 口・山口県安全センター

75:1 山口中央郵便局私書箱 18サ

TEL(025) 228-2127/FAX(0お)222-0911

TEL (0543) 66-6888/FAX (0513) 66-6889

TEL (075) 691-9981!FAX (075) 672-6467

TEL (075) 691-6191!FAX (075) 691-6145

TEL (06) 943-1527/FAX (06) 943-1528

TEL (06) 488-9952/FAX (06) 488-2762

TE1 (06)488-9952/FAX (06)488-2762

TEL (082) 264-4110/FAX (082) 264-4110

TE1 (0857) 22-6110/Fは (Cヨ57)37-00ω

TEL (0897) 34-0209/FAX (Cヨ97)37-1467

TE1 (02 ヨ8) 45-39S3/FAX (0888) 45-'1928

TFL (096) 360-1991/FAX (096) 368-6177

1E1(0975) '1 7-79911ドA X (0970) 34-8671

TEL (0982) 53-94ω IFAX (0982) 53- '1401

TEL(03) 3239-9470/FAX(03) 3261-1432

TEL (0245) 23-3586/FAX (0215) 23-3587
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